
施策の内容
（P)

1
子どもの権利擁
護のための啓
発と広報の推進

すべての市民が子どもの人権を尊重
する意識を高めるとともに、子ども自
身も人権についての理解を深めるた
め、子どもの権利に関する施策の啓
発・広報活動を推進します。

- -
「富士見市いじめ防止条例」を制定し、市民総ぐるみで子どもを
守る取組みを推進していくこととしました。今後この条例をいか
に広く周知していくかが課題となります。

A A：15

「子どもの権利条約」についての広報活動は実施できま
せんでしたが、「富士見市いじめ防止条例」では、市民全
体で取り組むこととして市民の役割も示しており、子ども
の人権を考える機会になっています。

・いじめ防止サポーター制度がはじまりました。まだ広く知られてい
ませんが、地域全体での取り組みとしてとても良いと思います。
・子どもたち自身が権利を守るということが、「いじめ」防止につな
がることを教育委員会と共に広報してほしいと思います。
・子どもの権利条約について、事例研究を組み入れた講演会等で
啓発していって欲しいと思います。

子育て支援課

2
子どもの権利に
関する条例の
検討

子どもの視点に立ち、最善の利益を
考え、子どもの権利について広く市
民に啓発するとともに、家庭・地域・
社会のすべての人々が子どもの育
成に責務を有することを含めた条例
の制定を検討します。

- -
平成25年に「いじめ防止対策推進法」が制定されたことを受
け、昭和41年に人間尊重宣言をしている当市においても、この
精神にのっとり、「富士見市いじめ防止条例」を制定しました。

A A：15
「子どもの権利条約」とは異なりますが、「子どもの人権」
についても考える機会となる「富士見市いじめ防止条例」
を制定したので、今後周知活動を展開していきます。

・いじめ防止条例の啓発をお願いします。
・周知活動の展開に、紙ベースでのお知らせだけでなく学校との連
携強化をどのように図るか検討していくことが大切です。

子育て支援課

3
子ども自身が相
談できる体制の
整備

子どもたち自身が、親や学校などに
気兼ねなく自由に相談できる体制を
充実させます。現在の各種相談員の
活用を図り、さらに推進します。

- -

ふれあい相談員を各中学校に2名、計12名配置し、県が配置
するスクールカウンセラーと連携し、子どもの悩みを受け止め
るとともに保護者等の相談にも応じています。(ふれあい相談
員相談件数952件、スクールカウンセラー相談件数１３８４件）
定期的に小学校を訪問しての相談活動や小学生の保護者か
らの相談にも応じています。（学校教育課）

室長事務代理兼指導主事、副室長兼指導主事、教育相談専
門員1名、専任教育相談員４名が、常時子どもたちや保護者等
からの電話相談や面接相談、訪問相談、土曜日の電話相談
等に応じています。（教育相談のべ件数１３８０件）さらに、適応
指導教室において、2名の通室生指導員が通室生の対応とと
もに、通室生やその保護者の相談に適宜対応しています。（教
育相談室）

A
A：15
B拡:1

ふれあい相談員を各中学校に2名、計12名配置し、県が
配置するスクールカウンセラーと連携し、子どもの悩みを
受け止めるとともに保護者等の相談にも応じることができ
ました。(ふれあい相談員相談のべ件数５年間で１１４１７
件、スクールカウンセラー相談のべ件数５年間で８６２９
件）定期的に小学校を訪問しての相談活動や小学生の保
護者からの相談にも応じることができました。（学校教育
課）

子どもたちや保護者等からの電話相談や面接相談、訪問
相談等に応じることができました。また、土曜日の電話相
談等、相談機会を拡充して対応できました。（５年間の教
育相談のべ件数６８７０件）
適応指導教室において、通室生指導員が通室生の対応
とともに、通室生やその保護者の相談に適宜対応するこ
とができ、５年間の児童生徒の学校復帰率の平均は７
７％（部分復帰も含む）でした。（教育相談室）

・スクールカウンセラー配置の増員を希望します。教員の労働軽減
のためにも相談事業の充実を願います。
・いじめの発生を未然に防ぐ上からも、子どもたちが安心して相談
できる環境づくりが必要と考えます。特に、小学校、中学校の連携
強化をどう構築するか。また、相談員と学校教職員との報・連・相
をどのように図っていくか、検討する必要があります。

学校教育課

教育相談室

4
要支援児童等
対策地域協議
会の充実

被虐待児を含む支援を要する児童や
保健指導を要する妊産婦等への支
援を充実させるため、「要支援児童等
対策地域協議会」を設置します。

- -

平成26年度の児童虐待通告は88件139名あり、平成25年度に
比べ大きく増加していますが緊密な機関連携を図りこれに対
応しました。通告後の個別支援、虐待予防としての取り組み
も、個別ケース検討会議（11回）を軸としながら連携をすすめ、
協議会としての進行管理を年５回の実務者会議においてすす
め、虐待通告受理方法と対応などのマニュアル化を図りまし
た。構成機関は、庁内関連部署はもとより、児童相談所、県保
健所、警察、管内民間機関まで及んでおり、各会議の開催に
あたって事務局業務は増加し続けている。課題としましては、
協議会で管理する児童の人数が増加しているなか、限られた
日程で各会議のより機能的な実施形態と進行管理が必要と
なっている。

B改
A：3

B改：12

児童虐待について社会全体や地域で見守り支援していく
意識が高まってきたことは評価できる。これが虐待通報の
増加という結果からも住民の関心が高くなったと思われま
す。

・妊婦さんなどが相談しやすい環境も必要だと思います。
・虐待を行ってしまう保護者へのケアーをどのようにしていくかを検
討してください。
・通報件数の増加は良いことですが、起こる背景も考えて対応策を
検討してください。

障がい福祉課

委員評
価
（C)

担当課
外部委員意見

（こども家庭福祉審議会委員）（C)
２６年度事業の成果・課題

（D)

富士見市次世代育成支援行動計画（後期行動計画）  平成26年度進捗状況及び評価（委員記入用）

第１節　子ども自身の”育ち”を支えるまちづくり～（１）子どもの視点に立ち、子どもの最善の利益を支える環境づくり

21年度 26年度
Ｈ２２～２６年（5年間）の結果・評価

（D)

担当課
評価
（D)

おもな施策
（P)

施
策
NO.

①子どもの権利の尊重



5
情報教育の推
進

子ども同士の情報交換、交流の場と
して、インターネットなどを活用した
「情報教育」を推進します。また、情
報教育の一環として、インターネット
活用上のマナー教育を充実します。

- -

25年度の特別支援学校２５台に引き続き、２６年度はつるせ台
小学校の教育用コンピューター機器の更新にあわせ、タブレッ
トＰＣを８台導入しました。
教育支援ソフトとして、小学校に「学習探検ナビ」を、中学校に
「ラインズeライブラリ」を導入し、教職員や児童生徒が活用でき
るようにしました。さらに小・中学校すべてにネットモラルのソフ
トを導入し、ネットの安全な使い方を学ぶ上での支援としまし
た。
情報教育研修会を実施し、小中学校の教員が　２１世紀型ス
キルを研修しました。
今後は、タブレットＰＣの普及と授業でのその効果的な活用に
係る教員研修が課題です。

B拡
B拡：14
B改：2

市内の学校すべてのパソコン室にノート型も含め４０台の
パソコンを整備しました。また、校務用パソコンの設置に
伴う教育用ソフトの導入などを教職員の声を聞きながら段
階的に進めてきました。
２６年度に導入した小中それぞれの教育支援ソフトは教
職員に好評で、今後も児童生徒の学習支援、教職員の業
務支援に資するハード・ソフト両面の整備をしていきます。
タブレットＰＣの普及を見据え、その導入計画とともに、教
職員の研修計画も進めていきます。

・情報教育の指導者育成は急務だと思います。子どもたちのPCに
対する興味は深く、あっという間に覚えこんで使いこなしてしまう。
指導者と学習者の関係が逆転しないように。

・現在、SNSの普及により情報端末での課題は増加していますが、
ハード面の充実、児童生徒への指導はもちろん、教職員の意識改
革をどう図っていくかも重要な課題です。

学校教育課

6
公園等遊べる
施設の整備の
推進

子どもや地域などの意見を取り入
れ、子どもの遊び場や子育てする親
の情報交換の場としての公園づくり
に努めます。

43か所 50か所

上沢公園の整備が完了し供用を開始しました。
また、南むさしの公園について、地域の方々とのワークショップ
において検討された整備方針を基に、整備に向けたより具体
的な設計となる実施設計を行いました。
更に、関沢地区にある山林「八ヶ上東」・「八ヶ上西」について、
用地の取得を行い都市公園としました。

A
A：15
B改：1

公園整備には、用地費や整備費等々の膨大な予算が必
要となるが、この５年間において都市公園だけでも７箇所
が整備されたことは、市民生活の維持・向上の観点から、
また、次世代育成支援の観点からも大きな成果を上げら
れたと思う。

・全ての公園にトイレ、水飲み場の設置を望みます。
・都市公園は住宅整備にあわせ増えており良いと思います。今後
は狭山市のようにキャンプなどもできれば、家庭だけでなく、学校
や地域での利用など交流の場となると思います。
・子育てしやすい町づくりを進めるには、デベロッパ―との連携も必
要と考えます。ある町では、デベロッパーとの連携により町づくりが
行われ、毎年若い世代の流入が相当数あり活気づいていると聞き
ます。

まちづくり推進
課

7
国際性を育む
教育の推進

外国語指導助手導入による外国語
教育、外国文化との交流、さらに国
際理解教育を推進します。また、地
域に居住する外国人との交流を図れ
るよう努めます。

- -

昨年度までと同様の5名のＡＥＴ（小学校２名・中学校３名）の活
用により、各学校の外国語活動や英語教育、国際理解教育の
推進を図ることができました。また、授業だけでなく、給食や休
み時間をＡＥＴが児童生徒と共に過ごすことにより、自然と英語
でコミュニケーションをとれるようになってきました。
小学校外国語活動プロジェクトチームは２６年度もデモンスト
レーションの授業研究会を行い、小学校の先生方に中学校の
先生方と一緒に外国語活動の授業法を研修してもらいました。
今後は平成３２年度を目標に文部科学省が進めている小学校
高学年での英語の教科化、中学年での外国語活動の導入を
見据え、ＡＥＴの増員や小学校の先生方の英語指導法の研修
が必要になってきます。

B拡
A：2

B拡：12
B改：1

市で直接雇用しているＡＥＴが日本の英語教育、外国語
活動教育に慣れてきて、日本人教員とともにアイディアを
出し合いながら授業を構築・展開できるようになってきまし
た。児童生徒たちも、外国の人が学校にあたりまえのよう
にいることに違和感がなくなり、日常的に国際交流・国際
理解を深めています。
今後は、中学校の英語科教員と小学校の教員との交流を
深め、小学校教員の英語指導力を高めていくことが必要
となっています。

・学校での授業だけでなく、地域の子ども教室や、学童などにもＡＥ
Ｔの方に参加してほしい。何かを子どもたちに教えるのではなく、共
に遊んだり学んだりすることで、もっと身近に外国文化や言葉を感
じられると思います。
・子どもたちの方が適応力が高いので、子どもたちからの意見を吸
い上げて、より深く広げていただきたい。
・外国語活動の教科化とともに３年まで活動が降りてくることに対し
て、早めの段階から組織的整備が望まれます。担当教師のレベル
アップをどう図るか、地域の人材活用をどう確保するか等、課題は
山積しています。研修機会の増加と共に、研修の内容検討が必要
です。

学校教育課

8
青空児童館(「あ
そびの学校」)の
推進

身近な公園で「いつでもだれでも参
加できます」というキャッチフレーズで
仲間づくりを促進します。

５か所 ６か所

平成26年度の「あそびの学校」は市内7か所の公園で年233回
実施し、参加者延べ8,385人の参加がありました。また、「あそ
びの学校ＰＭ版」は市内3か所の公園で年56回実施し、2,465
人の参加がありました。毎回、伝承遊びや集団遊び、工作など
を行い、友だち同士・保護者同士の仲間作りやコミュニケーショ
ンの場として定着しています。

B拡
A：2

B拡：11
B改：2

「あそびの学校」は、利用者の身近な公園７か所で実施
し、毎年多くの参加者が来場する関沢児童館特有の事業
となっている。屋外ならではの季節を感じる遊びや伝承遊
びを行い、友だち同士・保護者同士のコミュニケーション
の場として定着しています。
「あそびの学校ＰＭ版」についても、集団遊びや伝承遊
び、工作などを行い、参加者からは好評を得ています。

・青空児童館を、年に何度か土曜日にも実施したら良い。
・定着していて好評であることは評価できます。この活動を通して、
親同士のつながりが深くなることを期待します。将来、このような
「遊びの学校」で体験、経験した子どもたちを富士見市の伝統・文
化の継承者として育成するシステムを関係他課と連携し構築でき
るとよい。

保育課

9
各国のコトバの
本の整備

外国語資料については英語と韓国語
の文学と絵本が主体となっているた
め、中国語や文学以外のその国の
生活や文化が分かる資料の充実に
努めます。

- -

平成26年度も引き続き各国のことばの児童書を収集しました。
また、世界の国々の生活や文化が書かれた資料の収集を行
いました。
YA（ヤングアダルト）コーナーの外国語絵本の一部を児童コー
ナーへ置いて、子どもたちが外国語の資料を手にとりやすい環
境をつくりました。

A
A：10
B拡：3

外国語資料のほか、学校の調べもの等に対応できる各国
の生活や文化についての資料の収集を行いましたが、外
国語資料の貸出利用はそれほど促進できませんでした
（平成26年度については図書貸出冊数370,478冊のうち外
国語資料は367冊）。

・外国語の絵本、童話本の増設（本を増やす）。
・グローバル化が進む中、外国語の資料の充実を望みます。
・ネット利用との組み合わせの支援も必要でしょう。
・外国語活動の教科化（５・６年生）とともに３年生まで活動が降りて
くることに対して、早めの段階から関係書類の充実を図りたい。

生涯学習課
（中央図書館）

10
子どもに対する
社会体験活動
の推進

小・中学生に対して、ボランティアや
就業体験をはじめ、さまざまな社会
体験活動の機会を提供することで、
社会の仕組みや自身と社会との関係
の理解を促進していきます。

- -

各学校は地域の実情に応じて、地域の方々の協力を得なが
ら、子どもたちが様々な体験活動を通して、多くの人と触れ合
い、自己肯定感や自己有用感を育てる活動を推進してきまし
た。
　全中学校では、引き続き「はつらつ社会体験」を実施し、自己
の進路を選択できる力をはぐくむためのキャリア教育の充実に
努めました。

A A：15

この５年間を通して、学校と地域とのつながりが強くなって
きました。地域の方と学校がつながることによって、触れ
合いを通した教育活動が実践でき、子どもたちの豊かな
心を育成しました。
また、中学校における「はつらつ社会体験」の実施によ
り、望ましい職業観、勤労観だけでなく、主体的に自己の
進路を選択できるようになってきています。

・中学の間に社会体験をするのはとても良い経験だと思います。長
い間続けられている体験活動がこれからも継続されることを希望し
ます。

・地域とのつながりが強くなってきたということだが、その検証は
行っているのか。その辺がデータとして見られると良いと思いま
す。

学校教育課

②子どもたちが育つ環境の整備の推進（子ども自身の社会づくりの推進）

③子ども自身の社会参画への支援



11

子育て支援セン
ターの充実・子
育て支援ネット
ワークの強化

子育て支援センターの機能充実を図
り、家庭で育てられている乳幼児や
親の交流を日常的に進め、子育て支
援センターを中心として各関係機関・
施設・団体・ボランティアなどで構成
するネットワークを強化し、子育てに
関する活動の交流や情報発信を推
進します。

5か所 8か所

市ホームページへイベントの紹介として「ジャンボあそぼう会」
や「子育て支援センターまつりひろばであそぼう」などの写真を
掲載し、活動内容の丁寧な情報提供に努めました。子育て支
援センター担当者会議にて、機動性の高い地区ネットワークの
構築に向けた取り組みを引き続き進めていく必要があります。

B改
A：2

B改：13

市内の各子育て支援センターが特色を活かした子育て支
援を進めていく中で、市ホームページを活用した詳しい活
動内容の情報提供により、利用の促進が図られました。
子育て支援ネットワークの強化に向けて、機動性の高い
地区ネットワークの構築への取り組みが進められました。

・周辺大学の幼稚園教諭・保育士を目指す学生を活用し、利用す
る側と支援する側がリンクできると、よりよい成果が得られるので
は。

保育課
（子育て支援

センター）

12 児童館の充実

児童の健全育成と子育て支援事業を
展開する地域の拠点として事業内容
の充実を図るとともに、館外事業を充
実させることで市内全域での児童館
機能を強化します。

- -

平成23年度から指定管理制度を導入し、ＮＰＯ法人による管
理・運営も3年を経過しました。事業については、利用者ニーズ
を的確に把握し、地域住民の理解と協力を得ながら運営を
行っています。

B拡
A：2

B拡：11
B改：2

平成23年度から指定管理者のＮＰＯ法人による管理・運
営を行っており、利用者ニーズを的確に把握し、地域住民
の理解と協力を得ながら、地域に密着した事業内容に対
し、運営を行っています。

・長期休業中だけでも、１時間早い開館（９時～）を検討してくださ
い。
・親と子がほっとできて、充分遊べる展開を希望します。

保育課

13
放課後児童クラ
ブの施設開放
の実施

放課後児童クラブの空き時間を活用
し、地域の交流やふれあいの場とし
ての未就学児童とその保護者への
施設開放を推進していきます。

- 6か所

市内6クラブで放課後児童クラブの開設時間外の施設貸出（開
放）を開始し4年目となりました。平成26年度については、つる
せ台の年間32回の利用実績がありましたが、他のクラブにつ
いては利用が伸びず、周知が不十分と思われるため、今後
も、市内子育てサークル等への周知活動を図っていきます。

B改
A：2

B拡：2
B改：11

利用回数は年々増加していますが、活動場所としての定
着には至っていない状態と言えることから、今後の周知方
法等を検討し、サークル等の利用が盛んになるよう取り組
みました。

・知らない人が多い。
・このような取り組みをしていることを初めて知りました。こういった
場所を求めている人は多いと思うので、人が集まる場所に告知す
るなどの検討が必要だと思います。
・ニーズに応えるためにも環境整備を行うことが大事だと思いま
す。

保育課

14
みずほ学園の
施設の活用の
推進

障害のある児童や発達につまずきを
もつ乳幼児に早期から機能訓練・親
子指導・個別および集団指導を実施
するとともに、地域の障害や発達の
遅れのある乳幼児に療育事業を行い
ます。

- -

地域療育支援事業の一環として「埼玉県障害児等療育支援事
業」「子どもの発達支援巡回事業」の2本の事業を埼玉県より
受託し、理学療法訓練・言語訓練の外来や発達相談を実施し
ました。１歳６か月健診後のフォロー教室「コアラ教室」、保育
所（園）・幼稚園児のフォロー教室「たんぽぽ教室」を開催しまし
た。障がい福祉課の言語相談の場を提供しました。また「あそ
びのひろば」を月２回開催し、地域の中で発達の心配なお子さ
んとその親にホールを開放しました。さらに育ちを支える支援
の取り組みとして、夕涼み会・水遊び等にボランティアの受け
入れをしました。市内保育所（園）・幼稚園児が来園しての交流
会を実施しました。なお、「子どもの発達支援巡回事業」は27年
度で終了との方針が県より示されているため、今後の対応が
課題となっている。

A
A：14
B拡：1

23年度より県受託事業を開始し、従来からの地域療育支
援事業を充実することができた。また県補助事業で購入
した玩具類を活用した「あそびのひろば」を開始するなど、
地域に暮らす障がいや発達につまづきのある乳幼児に対
しても支援の手を拡大することができた。

・県から市へ降りてきた事業を見直すのは大切だが縮小にならな
いよう。現状では親の期待が高いと思われるのでぜひ広げていた
だきたい。

・「子どもの発達支援巡回事業」は２７年度で終了との方針が県か
ら出され今後の対応が課題となっているとのこと。保育園で発達に
問題を抱えている、またはなんらかの支援を必要としている子は増
えてきている。乳幼児期に各機関が連携をとり、適切な支援を行う
ことで、その後の就学に向けて大きな違いが出てくる。ぜひ県の事
業が無くならないよう働きかけていただくと共に、市として独自に続
けて行かれるよう事業の拡大が必要だと思われます。

みずほ学園

15
一人ひとりを大
切にする教育の
推進

一人ひとりの個性と人格を大切にす
る教育を推進します。また、学校応援
団を中心に、家庭や地域と連携し
て、学習活動の充実をはじめ教育活
動全般にわたり充実を図ります。

- -

各学校では、児童生徒一人ひとりの個性と人格を尊重し、学習
指導法の工夫改善に努め、児童生徒の意欲を向上させる取り
組みを展開しています。
ティームティーチングや少人数指導、習熟度別学習等の学習
環境を整え、一人ひとりを大切にした教育を推進しています。
確かな学力の育成に向け、小・中学校に学習支援員、すこや
か支援員、小学校理科支援員を配置し、より多面的、多角的
で、一人ひとりに応じたきめ細やかな指導・支援の充実を図っ
ています。
さらに、各学校が、家庭、地域、関係機関と連携し、学校応援
団の充実も図っています。学校応援団の方々が、それぞれの
地域や学校の実態に応じ、それぞれの関心・意欲、知識や特
技、経験等を生かした取り組みが行われています。
　

A
A：14
B改：1

各学校では、学習形態を工夫し、ティームティーチングや
少人数指導、習熟度別学習等の学習環境を整え、一人
ひとりを大切にした教育を推進してきました。また、学習
面、生活面では、学習支援員や小学校理科支援員、すこ
やか支援員により、一人ひとりに応じたきめ細やかな指
導・支援の充実が図られています。
学校応援団の活動が充実し、学校・家庭・地域が一体と
なって子どもの育成を推進し、各学校での特色ある取組
が行われています。
今後も各学校で工夫改善を行い、地域と一体になって子
どもたちのための取組を継続していきます。

・学校応援団の実際の活動を知りたいと思いました。
・新学習指導要領の改訂が迫っています。国の動向を把握し可能
な限り早めの準備を。

学校教育課

①乳幼児への支援
第１節　子ども自身の”育ち”を支えるまちづくり～（２）子どもの視点に立ち、子ども自身の子育ちを支えるための支援

②小学生への支援
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きょうだいボラン
ティア事業の推
進

小・中・高校生が保育所（園）や幼稚
園で乳幼児と一緒に遊び、異年齢の
交流を通じて幼児も小・中・高校生も
双方が関わり合う事業を推進しま
す。

小学校では、小学校１年生と幼稚園児、保育園児との交流を
行っています。中学生が小学校に行き、運動を教えたり、よい
発表を見せたりしている学校もあります。
また、中学校では総合的な学習の時間や家庭科の授業、はつ
らつ社会体験学習等で保育園や幼稚園に行き、異年齢集団と
の交流を深めています。
部活動による高校生との交流も行い、知識や技術の向上、規
範意識を高めるなど、様々な交流を深めています。

A
A：13
B拡：1
B改：2

　
この５年間を通して、小学校と幼稚園、保育園の連携は
継続して行われてきました。小１プロブレム解消の方策と
して、重要な活動の一つとなっています。また、中学校と
小学校の交流も以前に比べ広く行われるようになってき
ました。中学校区と連携し、運動、音楽、学習等の体験的
交流等が実践され、中１ギャップの緩和に役立っていま
す。
　中学校での総合的な学習の時間や家庭科の授業、は
つらつ社会体験学習等で幼稚園、保育園へ行き、園児と
の交流が深まっています。
　部活動による高校生との交流を通して、知識や技術、規
範意識が向上しています。
　

・園児との交流を赤ちゃんとの交流に広げてはいかがでしょうか。
他の地区では「ママ先生」が赤ちゃんを連れて、学校へ出向する授
業もあるようです。

・交流計画を具体的に進め、進級時に戸惑わないようにしていくこ
とが大切。小中一貫教育を進めている国の方針とも相まって検討
することが必要です。

学校教育課

Ａ

B改

A

16

地域における子
どもの交流･体
験活動支援の

推進

・地域の親のニーズを確認しつつ実施されており、現場の努力が
なされていることがわかります。
・新学習指導要領の改訂が迫っています。国の動向を把握し可能
な限り早めの準備を。

-
A：13
B拡：1
B改：2

「地域の教育力」を生かし、市民交流
センター・公民館などを利用した交

流・体験活動の機会をつくり、地域の
中で育つ環境づくりを推進します。

日常的な交流・体験活動の場として「土曜あそび広場」（集団
遊び・卓球・キッズキッチン計24回、延324人参加）を毎月定期
開催しました。
8月には「夏休みこども遊遊パーク」（御手前・まこも馬・まがた
まペンダント・篆刻・竹細工＆流しそうめん 計5講座、105人参
加）を開催。これらの指導を利用団体や地域住民に依頼しまし
た。
地域交流イベントとして地域団体との協働により、9月に「第16
回勝瀬de縁日」（来場者約2,000人）、1月にもちつき大会（参加
者82人）を開催しました。(ふじみ野交流センター）

「子どもひろば（夏・冬休み）」・・・施設利用サークル・団体の協
力により陶芸体験・書初め・篆刻・子どもクッキング計５講座・１
２６名参加。今後もサークル団体の協力を得ながら内容を工夫
して実施していきます。「お父さん出番ですよ～親子でもちつ
き」・・・利用サークルの協力により親子で餅つき体験を実施。
親子6組が参加。「西交流センター縁日」・・・地域の子どもたち
のふるさと意識を持ってもらいたいと、鶴瀬西地域９町会・利用
サークル・団体で構成する実行委員会を組織し、地域の小学
校・子ども会育成会にも協力いただき開催しました。参加のべ
１，２００人。親子太鼓・子どもバンド・・・地域の太鼓サークル・
プロミュージシャン指導のもと、縁日・交流センターフェスティバ
ルに参加。子ども体験事業の拡大を図りました。（鶴瀬西交流
センター）

子育てしている母親のストレスを解消または悩みを解決する手
立て、糸口の一端となっている。

ふじみ野交流
センター

鶴瀬西交流セ
ンター

公民館

土曜日や学校の夏季休業期間等を利用して、子どもたち
が定期利用団体や地域住民と交流しながら、体験を通し
て学習できる機会を提供してきた。事業を継続実施してき
たことで、子どもたちや保護者にも認知され地域に定着し
てきたといえる。今後も世代間交流を図りながら、様々な
体験を通して地域交流や学習機会の提供を進めていく。
(ふじみ野交流センター）

継続的な事業実施をしており、目標は達成できた。（鶴瀬
西交流センター）

子育て学習支援事業として、「親子フレンドパーク」（親子
が集まり、自由に子どもをあそばせながら仲間づくりや情
報交換が『できる居場所づくり『を目的）、「お母さんたちの
ちチャットルーム」（お母さん同士の悩みや不安を話し合
い、お母さん同士で学びあいとともに息抜きの場）「お母さ
んのステップアップ講座」（お母さんの育児疲れを解消、
子育てに関するテーマで学びの場）とすすめてきたが、お
母さんたちのチャットルームでは査参加人数が少なくな
り、「お母さんのステップアップ講座」では参加者であるお
母さんたちの意見を取り入れながら、体操やプリザートフ
ラワー等といったお母さん自身のためのものに変わりつつ
ある。次年度はこうしたことをふまえ、見直しを考える。

-
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小中学校の学
校評議員制度
の充実

小中学校の評議員制度を活用し、地
域に開かれた特色ある学校づくりを
よりいっそう推進していきます。

- -

各評議員から会議等でいただく意見は、よりよい学校運営のた
めの重要な内容となっています。また、学校評議員として会議
への出席だけでなく、授業や学校行事等を参観していただき、
学校の実情や児童生徒、教職員の実態について把握したうえ
で、特色ある学校づくりに尽力いただいています。

A A：16

各学校において学校評議員制度を活用し、校長の求めに
応じ、貴重な意見や提案等をいただき、学校運営に反映
させる重要な制度になってきています。特色ある学校づく
りを推進する上でも、重要な役割を果たしています。
　学校運営支援者協議会との兼ね合いを考え、より効果
的、効率的な制度の活用の検討を図っていきます。

・制度としては機能的だと思います。
・先進的に取り組んだ学校との協議を進め、成果の上がるよりよい
システムにしていくことが必要。
・形骸化しないように願います。

学校教育課

19
地域子ども教室
事業の推進

次代を担う心豊かでたくましい子ども
を社会全体で育むため、学校などを
活用して、安全・安心な居場所（活動
拠点）を全小学校区に設け、地域と
の協力のもとさまざまな体験活動や
地域住民との交流活動を推進しま
す。

8か所

10か所
（全校区）

※開催日数
１３８日

子ども参加
延べ人数

１４，０９７人

平成26年度は、10校で合計138日開設し、子どもの延べ参加
人数は14,097人となりました。25年度と同様に、各地域の特色
を生かした活動がおこなわれた一方で、コーディネーターの後
継者問題や、教育活動サポーターの高齢化が課題となってい
ます。教室ごとに無理のない運営をしていくことができるよう、
情報収集と改善をはかっていく必要があると考えられます。

A
A：13
B改：3

活動日数、参加児童数、ボランティア参加数等、大幅な変
動はありませんが、ボランティアの高齢化による後継者の
問題が浮上しています。他市町村でも同様に抱えている
問題ではありますが、富士見市としても今後の打開策を
検討していきます。

・ボランティアの高齢化はまさに今日的課題です。
・どの地域でも、後継者問題は頭を悩ませているところですが、富
士見市は子育て中の父母も減じていないようですから、保育課と
組んで幼児を育児中のパパ、ママも巻き込まれてはいかがでしょう
か。

生涯学習課

20
子どもたちの
「生きる力」の伸
長

子どもたちが自ら課題に気づき、思
考力や判断力を働かせて、課題を追
求していくような問題解決的な学習
や体験的な学習を推進します。

- -

夏・冬のチャレンジを引き続き活用するよう各学校に指導し、
基礎・基本の定着に向け取り組みました。各学校では、夏・冬
のチャレンジを、長期休業日の課題や補習授業、日頃の授業
内での小テストとして活用しました。また、学習リズム、生活リ
ズムを整え、学習する生活習慣の確立に家庭と学校が連携・
協力して、自主的に学習する子どもの育成を図るため「５ｄａｙｓ
チャレンジ」を考案しました。
市内の小・中学校では、豊かな心の育成を目指し、体験活動
を取り入れ、各学校の趣向を凝らした取組を行っています。小
学校では主に、交流、勤労生産、文化芸術体験を、中学校で
は主に、社会奉仕、文化芸術、交流体験を通して触れ合いを
大切にした教育活動を推進しました。

B拡
A：2

B拡：11
B改：2

Ｈ２５年度１月に行った「教育に関する３つの達成目標」
【学力】で、小学校の計算では、４つの学年が９５％という
目標正答率を達成し、達成していない２学年も数値が上
がりました。中学校の計算は、９５％には達していません
が、２学年で数値が上がりました。
全国学力・学習状況調査のＢ問題については、まだまだ
課題が残っています。
課題の克服に向け、学力向上プロジェクトチームとして、
夏と冬のチャレンジの見直しをするとともに、思考力・判断
力・表現力を高めるために、教科指導の流れを１つのシー
トにまとめることに取り組みます。

・学力調査の結果がでたが、市としてその結果をどう受け止める
か、また、学校と教育委員会が分析、向上策を検討する機会が
あっても良いのでは。

学校教育課

21
中高生の居場
所づくり

児童館の開館時間の延長により、部
活動や塾の合間の時間を利用して、
学校や家庭とは違った居場所を中
学・高校生に提供し、余暇活動や、同
世代との出会いや交流したりする機
会をつくります。

試行的実施
１か所

年間12回
参加者82人

毎月1回土曜日の午後6時30分から9時までの開館時間を設定
し、年間12回参加者55人、ボランティア27人の合計77人の利
用がありました。平成26年度は、館内での軽食作りを取りや
め、その時間を参加者同士の座談や遊ぶ時間に振り分けるこ
とで、来館者は有意義な時間を過ごすことができました。
今後は、参加者の拡大に向け周知活動を行います。

B改
A：1

B拡：1
B改：13

利用者にとっては、気心の知れた友だちやボランティア、
職員との楽しい時間を過ごすことができていて、中高生の
居場所づくり事業として定着しているが、利用者が固定化
している傾向にあり、新規の来館利用者が少ない状況で
す。

・特定の年代（齢）への広報活動は難しく、来館者からの口コミが
効果あると思います。
・夜間の外出を助長しているように感じます。月１回の土曜日より
も、親が就労している家庭に向けて平日を８時まで開館にするなど
の方が利用者も増えるのではないでしょうか。
・どのような中高生が集まるのか、本当に必要なことかなど再検討
も必要ではないでしょうか。
・まず、利用者の固定化、新規来館者が少ないのか、その分析・改
善策等の検討が必要。年齢が近い大学生をボランティアとして招
聘してみるのもよい。

保育課

22
青少年ボラン
ティアの育成

児童館の事業に参加したり遊びに来
たりしている中学・高校生などに、行
事への協力をしてもらったり出番をつ
くったりすることで、サブリーダーとし
て育成していきます。

- -
中高生の居場所づくり事業に参加している中高生を対象に児
童館事業にプレイリーダーとして参加を依頼しました。

B改
A：1

B拡：2
B改：12

従前から児童館事業の協力を依頼している「あそびの夢
ひろげ隊」を中心に児童館事業に参加する中高生に事業
協力を依頼し、地域で活躍するボランティアの育成に努め
ました。
中高生が継続して参加できるよう呼びかけを行います。

・身近にボランティアができる機会があるのはとても良いことだと思
います。
・新しい試みとして、リーダー養成システム（ジュニアリーダー）立ち
上げ育成を目指すことも考えられます。

保育課

23
就園奨励事業
の推進

幼児教育の振興と保護者負担の軽
減を図るため、私立幼稚園の設置者
並びに保護者に対する助成事業を推
進します。

- -

下記のとおり平成26年度保育料の減免を実施しました。
国庫補助対象者1,586人　206,310,100円
市単独補助対象者　421人　8,109,900円
対象幼稚園　私立幼稚園等　47園

B拡
A：3

B拡：11
B改：1

国の補助要綱に基づき実施。平成22年度から毎年補助
単価が引き上げられると同時に、多子世帯や低所得者の
負担軽減を図るため、国庫補助の対象範囲も拡大されて
きました。

・今後も継続して下さい。 子育て支援課

24
こども医療費支
給事業の推進

子どもたちの健やかな成長と保護者
の経済的負担の軽減のため、こども
医療費の助成対象の拡大を推進しま
す。今後は、受診しやすい環境作り
に努めます。

通院：小学
校就学前
入院：小学
校修了前

現行制度の
維持

２４年１０月より　小・中学生の現物給付（窓口払いなし）が開始
され順調に支給事業が進められた。

A A：15

２２年１０月より小・中学生の通・入院分までの助成対象
の拡大を開始（償還払いのみ）
２４年１０月より小・中学生の現物給付（窓口払いなし）が
開始され順調に支給事業が進められた。

・今後も継続して下さい。 子育て支援課

③中学・高校生への支援

第２節　子育て家庭が支え合うまちづくり～（１）子どもを産み育てる家庭のための支援
①経済的支援と医療費助成への充実



25
妊婦健康診査
助成事業の推
進

妊娠・出産に関する経済的不安を軽
減するため、妊婦健康診査に関する
費用の一部を助成し、安心して出産
にのぞめる環境づくりに努めます。

- -
Ｈ25年度と同様に国及び県がすすめる内容の助成を実施し,Ｈ
26年度から新たに風疹抗体価検査を開始しました。
　【実績】　妊婦健康診査受診者件数　　11,433件

A A：15

国及び県がすすめる内容の助成を実施しました。
・Ｈ22年度～超音波検査４回の公費負担を追加
・Ｈ23年度～ＨＴＬＶ－１（ヒト白血病ウイルス１型）抗体検
査とクラミジア抗原検査の公費負担を追加
・Ｈ25年度～風疹抗体価検査の公費負担を追加

・検査漏れがないように周知を。
健康増進セン

ター

26
保育料の適正
負担の推進

保育の質の維持・向上を図るため、
保育料及び放課後児童クラブ保護者
負担金の適正化を推進します。

- -

適正な受益と負担のバランスを維持するため、税制改正の影
響等を踏まえ、県内各自治体の状況調査を進めています。
また、子育て支援新制度の施行に伴い保育料の算定基準が
変更となりましたが、基本的に保育料負担が変わらないように
配慮した基準額に変更しました。

A
A：13
B拡：2

適正な受益と負担のバランスを維持するため、税制改正
の影響等を踏まえ、県内各自治体の状況調査を進めまし
た。

・保育料以外にかかる費用について入園以前に情報がなく、入園
してから思っていた以上の費用がかかります。もう少しそれらにつ
いての事前資料がほしい。

保育課

27
保護者の教育
費の負担軽減
の充実

保護者の教育費の負担を軽減できる
よう努めます。

- -

昨年度に引き続き、学校予算の消耗品費の中に、保護者負担
軽減分を計上し、保護者の負担の軽減を進めています。また、
学校における需用費、特色ある学校づくり補助金、学力向上対
策費補助金、扶助費等の予算確保に努め、また、学校教育環
境を整える備品整備を拡充しました。

A
A：14
B拡：1

学校予算の消耗品費の中に、保護者負担軽減分を計上
し、保護者の負担の軽減を進めることができました。
また、学校における需用費、特色ある学校づくり補助金、
学力向上対策費補助金、扶助費等の予算確保をすること
ができました。今後も引き続き、補助金等の予算確保に
努めます。

・補助金事業大変な面もあると思われますが、今後とも期待してい
ます。
・継続して下さい。

学校教育課

28

要保護および準
要保護児童生
徒への援助費
等の支給

要保護、準要保護の児童生徒への
援助費や就学時の支度金の支給を
行っていきます。

- -

保護者より就学援助費支給申請のあった児童生徒のうち、準
要保護認定者の学用品費、通学用品費（新入学用品費）、学
校給食費、医療費、修学旅行費、校外活動費の援助を行って
います。（要保護者には医療費、修学旅行費）平成26年度認定
人数小学校912件(要保護含む）中学校561件（要保護含む）

A
A：13
B拡：1

経済的な理由により教育の機会が失われないよう、小中
学校に就学している児童生徒の保護者の方に学用品費、
通学用品費（新入学用品費）、学校給食費、医療費、修学
旅行費、校外活動費（要保護者には医療費、修学旅行
費）の援助を行いました。

・継続して下さい。給食費未納者への対応策を考える必要がある
のでは。

学校教育課

29
障害児への経
済的支援の推
進

障害のある児童を養育する保護者の
経済的負担の軽減を図るため、諸手
当や医療費などの助成事業を推進し
ます。

- -
育成医療は平成２６年度・延べ５０件、特別児童扶養手当の受
給者は１５６人となっている実績から、医療費の自己負担軽減
や手当の支給による経済的支援が着実にすすんでいる。

A
A：13
B拡：1

関係機関の連携や様々の機会を捉えての手帳や福祉
サービスの説明を行った結果、手帳所持者の順調な増加
とあわせ手当の受給や医療費助成など支援が必要な方
にサービスがゆきとどくようになったと考えられる。

・継続して下さい。 障がい福祉課

30
妊婦の健康づく
り事業の推進

妊娠初期に母子健康手帳と妊婦健
康診査受診券を交付し、母体や胎児
の健康確保を図ります。「妊婦健康
診査」については、検査項目等の充
実を図るよう努めていきます。また、
「両親学級」等では、妊娠・出産・育
児に関わる正しい知識や情報の提供
に努め、あわせて親同士の仲間作り
を支援していきます。

- -

妊婦健康診査については、国及び県がすすめる同等の内容
が受けられるようにするとともに、両親学級（パパママ準備教
室）は左記を目的とし、内容を見直し継続しました。妊産婦体
操は医療機関等で受けられることによりニーズが低いため、休
止を継続としました。
【実績】
・パパ講座（土曜開催）：4回　34人
　　（6回予定していたが、参加者なく2回中止）
・パパママ準備教室：2日×6回　延べ250人参加

A A：14
妊婦健康診査については、国及び県がすすめる同等の
内容が受けられるようにするとともに、両親学級は内容を
見直し継続しました。

・パパ講座。良い企画ですが、より広める上で参加しやすい企画
を。
・パパ講座（平日も希望者がいるはずです。）

健康増進セン
ター

31
乳幼児健康診
査の充実

乳幼児の健康状態の確認、疾病の
早期発見および健康保持と増進を図
るため、乳幼児健康診査（4か月・12
か月・1歳6か月・3歳）の充実と受診
率の向上を図ります。また、健診後も
必要に応じて、二次健診や二次相談
の機会を通じて継続的にフォローし
ていきます。

４か月健
診：97.8％
12か月健
診：94.2％
１歳６か月

健診：
92.7％

３歳児健
診：90.0％
（＊H20年

度）

4か月健診：
96.6％

12か月健
診：95.7％

1歳6か月健
診：95.7％
3歳健診：

93.8％
各健診後の
二次相談実
績数：実73
組　延べ81

組

新生児期から必要な家庭に対して、フォローを継続していま
す。乳幼児健康診査では、健診勧奨を徹底したことから、多く
の健診の受診率が向上しました。また、３歳児健康診査に臨床
心理士を配置し、発達に関する相談が充実したことで、各関係
機関と連携がより図れるようになりました。今後は、民間を含
めての社会資源が充実してきた状況を踏まえ、必要な人へよ
り適切な支援へつなぐことが求められています。
【実績】
・4か月児健康診査：937人　受診率96.6％
・12か月児健康診査：968人　受診率95.7％
健診後フォロー：運動発達相談　実参加数18組　　延べ参加数
23組
・1歳6か月児健康診査：946人　　受診率95.7％
健診後フォロー：1歳6か月児健診二次相談　実参加数32組
延べ参加数34組
・３歳児健康診査：887人　受診率93.8％ 　　　　　　　　　　　　健
診後フォロー：3歳児健診二次相談　実参加数23組　延べ参加
数24組

A A：14

・Ｈ22年度～12か月児健診年間24回と１歳６か月児健診
年間12回を、それぞれ年間16回に変更
・Ｈ23年度～12か月児健診に運動発達相談を実施
・Ｈ24年度～乳幼児二次健診を廃止し、かかりつけ医へ
の相談、もしくは通常の乳幼児健診での継続フォローとし
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・Ｈ
25年度～３歳児健診に臨床心理士を配置し、発達相談を
実施。健診バスを全健診に２コース運行。
　以上のように、健診内容の充実と受診しやすいよう整備
を図ったとともに、健診勧奨と未受診訪問を徹底したこと
により、４か月児・12か月児・１歳６か月児・３歳児健診の
全健診の受診率が、Ｈ22年度92.7％がＨ26年度は95.5％
に伸びています。また、二次相談についても、発達に関す
る相談が増加しており、フォローを継続しています。

・教育委員会と連携をとることが必要。幼児期に入学後、何らかの
支援が必要との判断がなされても入学前後で切れてしまうことが
多い。他市では年長児には優先的に入学準備としての予備学習
の支援も行っています。
・さらに検診率向上のために周知方法の検討を。

健康増進セン
ター

②母子保健体制の整備・充実



32
母子健康相談
事業の推進

乳幼児の正常な発育・発達が促され
るように、各種保健相談や電話相談
をはじめ、育てにくい子や発達がゆっ
くりな子への育児・保健相談の場の
充実を図り、推進していきます。

- -

Ｈ25年度と同様の事業を実施しました。特に発達障害に関する
社会資源が増加しているため、適切な支援につなぐことが求
められています。
【実績】
・乳児母乳相談：３会場18回開催　参加親子延べ237組
・電話相談：2011件　（健康発達相談1770件　離乳食・幼児食
相談182件）

A A：14

子育て支援センターの育児相談が充実してきていること
から、Ｈ25年度より乳児母乳相談の会場を支援センター
が少ない地域に移して実施しました。また、電話相談の利
用者がＨ22年1,478件がＨ26年は2,011件に増加しました。

・継続して下さい。
健康増進セン

ター

33
母子健康教育
事業の推進

子どもの発達や育児などに関して、
必要な知識や情報を提供し、仲間づ
くりを支援していきます。また、「親子
サロン」「わんぱく教室」「ゆったり子
育て談話室」等では、母子の心身の
健康状態を把握しながら育児支援を
していきます。

- -

Ｈ25年度と同様の事業を実施しました。親子サロンの隔月開催
を定例化したことにより参加者が増加し、有意義な情報交換、
仲間づくりの場となりました。
【実績】
・親子サロン：低体重や障がい等リスクを持って出生した親子
を対象としたサロン（6回開催、参加親子54組）
・わんぱく教室：1歳6か月児健康診査事後支援のための教室
（20回開催、参加親子延べ166組）
・ゆったり子育て談話室：母親の育児不安やマタニティブルー
等を含め、虐待予防を目的とした教室（12回、参加親子延べ37
組）

B拡
A：5

B拡：7
B改：2

発達障害など関心が高まっているものに関する相談が増
加しています。社会資源も充実する中、民間も含めた情
報収集に努め、より適した支援ができるようフォローして
います。

・実際に育てにくいと親が認識している子どもたちも増えている現
状から、よりていねいな支援が必要。
・虐待を行ってしまう保護者へのケアーをどのようにしていくかも考
えなくてはなりません。起こる背景も考えて対応策を検討してほし
い。

健康増進セン
ター

34
母子保健家庭
訪問事業の推
進

健康や育児などに対する不安の軽
減や心身の健康の保持増進を図る
ため、新生児訪問、養育医療対象者
への訪問をはじめ、その他必要な場
合には随時保健師が家庭訪問を実
施します。また、乳児家庭全戸訪問
では、生後４か月までの乳児のいる
全世帯を母子保健推進員が訪問し、
子育てに関する情報を提供するなど
して子育ての孤立化を防いでいきま
す。

79.1％
（＊H20年）

Ｈ25年度：
88.4％

乳児家庭全戸訪問事業を全戸に近づけるため、出生直前後の
家庭に対しては、個別にハガキにて周知しました。
【実績】
・新生児訪問：237件
・養育医療受給児訪問：28件
・周産期からの虐待予防強化事業による訪問：17件
・乳児家庭全戸訪問（2～3か月児家庭訪問）：824件（母子保健
推進員89名により実施）、　また希望者には、7～8か月訪問も
実施　137件

A
A：15
B拡：1

母子保健推進員の訪問についてのＰＲ及び推進員からの
連絡を強化したこと、さらに把握が難しかった出生直前後
の転入者に対しても訪問対象となるようにしたところ、母
子保健推進員の2～3か月訪問率がＨ22年度は78.5％
だったのに対し、Ｈ26年度は82.5％に上昇しました。
連絡がとれなかった家庭や支援が必要な家庭に対して
は、保健師が継続フォローしています。

・訪問率の100％を目指してください。
・連絡が取れない家庭が非常に気になります。地域の方々から情
報を提供してもらえるような関係作りを強化して下さい。

健康増進セン
ター

・学校給食センターと市内小・中学校の現場との連携を図り、
給食訪問（所長・事務員・専門員・調理員・学校栄養士）などを
積極的に行いました。小・中学校に「食」に関するクイズ、調理
器具の紹介、給食週間に関する放送資料の配付及びその資
料の活用依頼を行うなど、食に関する興味関心を高めるよう努
めた。また、給食週間の一環として「食育」の授業の協力依頼
があった学校において、食に関する指導を行いました。
・県主催の食育に関する研修会への参加を促しながら、教職
員の食育に関する授業の向上等に努めました。また、国や県
が主催している「全国学校給食週間(1/24～1/30)」や「彩の国
ふるさと学校給食月間(６月と１１月)」に市内全学校が取り組
み、食育の充実を図りました。(学校教育課)

食育の推進により、活力のある富士見市の実現と市民の生涯
にわたる健康の保持と増進を目指し、「富士見市みんなで取り
組む食育推進条例」を制定しました。今後は、乳幼児期からの
食育等、行動計画に基づく事業展開をしていきます。
【実績】
・パパママ準備教室6回、乳児母乳相談18回
・4か月児健診時栄養指導24回
・健康づくり料理講習会　48回
・乳幼児の手作りおやつ指導1回
・その他　離乳・幼児食個別相談　隋時実施
（健康増進センター）

・各学校で行われている工夫した取り組み(寸劇で朝食を
食べることの大切さを呼びかける等）を市内小・中学校で
共有するために、給食主任会でそれぞれの学校が持つア
イデアを広め、「食」に関する指導を充実して行いました。
・学校給食センター、栄養教諭や栄養職員が小・中・特別
支援学校と連携を深め、体験等を通した食育授業の充実
を図りました。
・県が推進している「彩の国ふるさと学校給食月間」など
に積極的に取り組み、地場産物の理解を通し、食への興
味関心を高めました。（学校教育課）

２６年度に、食育の推進により、活力のある富士見市の実
現と市民の生涯にわたる健康の保持と増進を目指し、「富
士見市みんなで取り組む食育推進条例」を制定し、食育
を推進するための基本理念を定めました。（健康増進セン
ター）

保育所では、栄養士による巡回指導をはじめ、年間を通して行
事食（七草がゆ、桃の節句など）を取り入れたり、月１回、年長
クラスによるリクエストメニューを実施し、「食」への関心が持て
るよう取り組みました。また、「楽しく食べる」を基本に、年齢に
応じた食についての正しい生活習慣が身に着くように努めまし
た。さらに、安心・安全な給食を提供するため、栄養士、調理員
や保育士と研修会を実施し、給食担当者の資質の向上に努め
ました。（保育課）

保育所では、「楽しく食べる」を基本とし、継続的に子ども
たちの年齢に応じた食事の提供、食育活動を進めまし
た。（保育課）

35

B改

A

B拡

食の問題は子どもの将来の健康に
大きく影響することから、「食」への関
心を高め、正しい知識と情報を習得
し生活に活かせるように家庭や保健
所、学校などで子どもの発達段階に
応じた食育の取り組みを推進します。
また、食の安全や地産地消、食文化
の伝承等を念頭に置いた食育ができ
るよう推進していきます。

食育の推進 -

・食事内容が年々変化しています。子どもたち自身が食事の大切
さを認識できるような支援が必要です。
・貧困家庭の増加により、欠食児童の増加も問題になっています。
各学校で実態調査を行い、その結果を共有し改善していって欲し
い。

-
A：9

B拡：4
B改：3

学校教育課

保育課

健康増進セン
ター



36
歯科保健事業
の推進

妊婦、乳幼児、児童などのそれぞれ
適切な時期に、歯科健診やブラッシ
ング指導、歯科衛生教育を実施し、
歯の健康を確保できるように支援し
ます。

- -

下記事業を継続するとともに、妊産婦歯科検診を計画に盛り
込みました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【実績】
・パパママ準備教室：6回　133人指導
・12か月健康診査：16回　　968人指導
・1歳6か月健康診査：16回　　946人歯科健診・指導
・3歳健康診査：12回　887人歯科健診・指導

A A：15 ライフステージに応じた支援を継続して実施しました。
・他市では２才児向け講座に、ママ達の歯みがき指導があります。
・歯は健康の源。さらに事業の充実を。

健康増進セン
ター

37
学校保健会事
業の推進

学校における児童生徒の保健の向
上と健康教育を推進するために、学
校医、学校歯科医、学校薬剤師、保
健主事部会、養護部会および関係機
関との協力などによる調査、研究活
動などを支援します。

- -

・各学校の学校医と連携を深め、特にエピペンの使い方等、ア
ナフィラキシーショックに関する研修会を計画的に実施しまし
た。
・学校薬剤師との連携や、養護教諭と衛生推進者との合同研
修会を実施し、各学校でアナフィラキシーショックを起こした時
のエピペンの使い方の研修を行いました。また、時期をみてイ
ンフルエンザや感染性胃腸炎が広まらないための指導や対応
の仕方についての研修も行いました。

B改
A：3

B拡：1
B改：11

・学校医、学校歯科医、学校薬剤師等とさらに連携を深
め、市教委主催の研修会を充実していくとともに、各学校
の研修会においても今日的な課題である、性・エイズに関
する指導、感染症対策、薬物乱用防止教室、心の健康、
食物アレルギーなどを研修内容とし、研修を行いました。
・富士見市歯と口腔の生涯健康づくり条例に基づき、児童
生徒の歯の健康への興味関心を高めるとともに、ブクブク
うがいや歯磨き指導を推奨していきます。

・年々、アレルギーをもつ子どもが増えていると聞きます。色々な
事例を調べて対応を考えてほしい。
・医学の進歩は日々進んでいます。研修会などでタイムリーにひろ
いあげて、健康に対する認識を高めてほしい。

学校教育課

38
思春期保健対
策の推進

思春期は子どもが大人へ成長する大
切な時期であり、生命を尊重し、心と
体に関する正しい知識や情報を習得
できるよう支援していきます。また、
関係機関連携のもとに、思春期の心
の健康相談、喫煙、飲酒、薬物依
存、望まない妊娠、性感染症等に関
する保健対策を推進していきます。

- -

・中学校における保健体育の授業や特別活動、総合的な学習
の時間等を中心に、薬物の危険性等の指導を行いました。ま
た、各学校では薬物乱用防止教室の実施や関係機関との連
携を図り、薬物の恐ろしさを学習するとともに、薬物依存の温
床となる喫煙や飲酒についても指導しました。さらに、小学校
段階から「性に関する指導」を取入れ、性に対する正しい理解
を少しずつ積み上げるよう努めました。（学校教育課）

・子宮頸がん予防ワクチンの接種は、平成２５年４月から定期
予防接種（小学6年生～高校1年生相当の女子を対象）になり
ましたが、ワクチンとの因果関係を否定できない持続的な疼痛
が、ワクチン接種後に特異的に見られたことから、積極的接種
勧奨を控えており、接種者数は減少しています。定期予防接
種としては平成２６年度も継続しています。
　　平成２６年度　１４件
　　一人当たりの接種費用額16,972円／回×3回
　　　（健康増進センター）

B改

B改

A：2
B改：13

・各学校と学校医、学校薬剤師等との連係を図るととも
に、薬物乱用防止教室など、積極的に市教委主催の研修
会を行い、指導の充実を図りました。
・小学校高学年の段階から保健の授業を中心に、「性に
関する指導」を取入れるなど、性に対する正しい理解を少
しずつ段階的に積み上げました。（学校教育課）

・子宮頸がん予防ワクチン接種（中学1年生～高校1年生
相当の女子を対象）は、平成23年2月から平成24年度ま
での助成制度の任意接種では、延べ6,247回の接種件数
がありました。
平成２５年４月から定期予防接種になりましたが、積極的
接種勧奨を控えたことも影響し、接種者数は減少しまし
た。定期予防接種としては継続しています。今後も国の動
きなどを注視していきます。（健康増進センター）

・日本人は性をタブー視しがちのようですが、現実の子どもたちの
気持ちに訴えるような教育を望みます。
・学校教育課と健康増進センターとの連携強化のもと、事業の工
夫改善を望みます。

学校教育課

健康増進セン
ター

39
予防接種事業
の推進

三種混合、麻疹風疹、ポリオ、BCGな
どの各種予防接種に関する正しい知
識の普及・啓発に努め、乳幼児を感
染症の疫病から守るため接種率の
維持・向上を図ります。

- -

平成２６年１０月から、水痘と高齢者肺炎球菌ワクチンが定期
予防接種開始になりました。
子宮頸がん予防ワクチンは、平成２５年６月１４日から積極的
接種勧奨を控えており、平成２６年度も同様です。定期予防接
種としては平成２６年度も継続しています。

B改
A：3

B拡：1
B改：11

予防接種法に基づく予防接種の種類は年々増え続けて
います。その際には、対象者への情報提供や接種勧奨な
どを行い、感染症のまん延防止のための接種率向上を目
指しました。

・接種率向上のための周知徹底。
・高齢者の接種率１００パーセントを。

健康増進セン
ター

40
母子保健推進
員育成事業の
推進

子育て経験を持ち、地域に精通し
た、子育て支援に関心のある母子保
健推進員と保健師が連携して、地域
での子育て支援を推進していきま
す。

- -

下記事業を継続して行いました。Ｈ27年度は改選の年にあるた
め、新任の母子保健推進員には、相互により連携を図り、育成
していくことが必要となります。
【実績】
・会議、支部会等開催：23回
・研修会等開催：3回
・わくわく子育てトーキング開催：8会場　参加親子111組
・ファミリーコンサート開催：1回　参加者269人
・市民健康まつりの協力等

A A：15

２年任期により、推進員約９０名のうち半数が入れ替わる
ため、任期１年目に当たる年は新任研修と支部会を追加
して実施し、母子保健推進員の育成と活動の支援に努め
ました。また、Ｈ22年度から開始したファミリーコンサートを
はじめ、その他の左記活動も定着しています。

・新任者の研修を工夫改善し、力量アップを。
健康増進セン

ター



42
地域子育て
サークルの育成
事業の推進

子育てサークルに職員を派遣して遊
びの指導や行事の支援を実施しま
す。また、サークル同士の情報交換
会を開催したり、子育て中の保護者
にサークルの情報提供やサークル紹
介などを進め、サークルの支援に努
めます。

- -

平成26年度は、季節の行事や工作、集団遊び等を織り交ぜた
サークル支援を13サークルに延べ73回行いました。絵本の読
み聞かせや紙芝居は毎回行うなどの内容が利用者に好評で
あり、初めて支援を行ったサークルは4団体ありました。

B拡
A：2

B拡：10
B改：1

子育てサークルからの支援要請を受けて、活動拠点に出
向き、運動会やクリスマス会などの季節のイベントや手遊
び・ふれあい遊びなど、様々な遊びの提案を行いました。
また、サークル活動マップやインフォメーション、児童館の
定期発行紙で情報発信をしたり、サークル体験交流会を
実施し、サークルへの参加を呼びかけ、新たなサークルも
誕生しました。さらに、サークルのリーダーに向けた「お
しゃべりタイム」を開催し、情報交換を行うことにより、各
サークルの運営が円滑にできるよう支援しました。

・子育て中のママは、自己実現の要求も強いので、子どもと共に
育ってもらえるような支援を広げて下さい。
・支援要請だけでなく、積極的に関わることも必要ではないでしょう
か。

保育課

公民館

ふじみ野交流
センター

鶴瀬西交流セ
ンター

A

B改

A

子育て・家庭教
育学習支援の

推進

子育て学習支援、家庭教育講演会な
ど子育て・家庭教育学習の支援を身
近な地域で開催します。また、父親

の参加の機会を推進します。

・事業内容を知らない市民もいますのでＰＲをお願いします。
・ヨガや手芸などママが充実できる内容は好評です。
・ただ楽しいだけで終わるのではなく、その意識が発展できるよう
に。
・父親の子育て参加の意識を促すような設定も大事。企画内容・日
時等。

鶴瀬公民館では、子育てサロンや、幼稚園児や小学生を
持つ保護者を対象にした「子育てコーチング講座」や乳幼
児の保護者を対象にした「おかあさんのステップアップ講
座」を継続的に実施することで身近な地域での子育て、家
庭教育学習を推進した。（鶴瀬公民館）

ちびっこあおむしは、ボランティアスタッフのさまざまな工
夫・企画で参加親子が２倍になりました。子どもたちにとっ
ても、同年齢の子どもと遊ぶ機会となっており、入園・入
所前の準備の場になっています。（南畑公民館）

子育てしている母親のストレスを解消または悩みを解決
する手立て、糸口の一端となっている。（水谷公民館）

参加者には概ね評価を得ているが、それを支える子育て
サポーターの拡大が課題です。
子育て・親育ち講座は、２回とも講演会だったため、学習
だけでなくヨガ教室・手芸など楽しめるものも盛り込み、よ
り多くの参加につなげるよう工夫する必要があります。
（水谷東公民館）

平成23年度から子育て支援センター「にこにこひろば」を
交流センター内のプレイルームで実施してきたことによ
り、子育て中の親子が気軽に立ち寄れるようになり、学
習・交流の機会が広がった。また、支援センターと図書館
分館、交流センターが協同してイベントや講座に取り組む
ことにより、複合施設としての一体感のある事業推進を図
ることができた。（ふじみ野交流センター）

「紙芝居講座」を３年間継続し、ボランティアの定例会で活
動の交流や実技演習をしてきたことで、紙芝居ボランティ
アの地域での定期的な活動につながってきた。（西交流
センター）

鶴瀬公民館では、幼稚園児や小学生を持つ保護者を対象にし
た子育てコーチング講座「コーチングでママ力アップ」（参加者
延べ68名）乳幼児の保護者を対象にした「おかあさんのステッ
プアップ講座」４回（参加者延べ92名）を開催しました。（鶴瀬公
民館）

南畑公民館の「ちびっこあおむし」は年間１１回開催し、延べ２
３７組親子５１４人の参加がありました。同じ月例の子をもつ親
同士の交流により、精神的なゆとりや地域デビューのきっかけ
となっています。より多くの親子を視野に入れ、お母さん以外
の家族や平日働いている親が参加できるよう、事業展開をして
いくのが今後の課題。（南畑公民館）

水谷公民館の子育てサロンでは乳幼児の保護者を対象とした
①「おかあさんのステップアップ講座」、②「親子フレンドパー
ク」、③「お母さん達のチャットルーム」の３本でやっている。（参
加者大人延べ215人、子ども延べ233人。また、「不登校引きこ
もりを考える親の会」と共催で教育講演会『社会的ひきこもりと
不登校からの旅立ち』を開催。(水谷公民館）

毎月第２水曜日（一部第３水曜日）、乳幼児をもつ親子が気軽
に立ち寄れる場として、また交流の場をめざし子育てサロンを
実施。平成２５年度は公民館の増改築があり４月から１０月ま
での実施となったが、参加者には気軽に参加できよいなど好
評を得ています。
水谷東公民館では、26年度から新たに親の学びや育ちを応援
する学習機会の充実を図るため、子育て・親育ち講座を２回開
催し、計７５人の参加を得て好評でした。（水谷東公民館）

ふじみ野保育園子育て支援センター「にこにこひろば」の充実
のため、プレイルームを常設会場として施設提供しています。
（年間利用者数延 11,120人）
また、支援センターと共催で「骨盤＆ストレッチ体操」（年3回、
親子計54組参加）を開催したほか、大学生のサークルによる
パネルシアターを年7回開催しました。
保育付講座として「初めてのキャラクター弁当」参加：11人（保
育9人）を実施しました。（ふじみ野交流センター）

「紙芝居講座」の実施と紙芝居ボランティアの活動・・・Ｈ２４年
度「紙芝居講座」受講生有志による紙芝居ボランティア活動が
開始。高齢者施設、幼稚園、保育園での定期上演、西交流セ
ンター縁日や地域イベントに参加してきた。登録ボランティア１
７名。第３回「紙芝居講座を実施。参加１８名。（鶴瀬西交流セ
ンター）

41
A：11
B改：4

- -



43

地域子育て支
援センター（各
保育所(園)）事
業の推進

核家族化した在宅での子育ての支援
や地域子育ての推進を目的に、各保
育所（園）で実施している地域子育て
支援センター事業の中で、「あそぼう
会」・「園庭開放」・「育児相談」・「育児
講座」を推進していきます。

9.9％
（＊H20年

度）

24.8％（子ど
も・子育て支
援新制度に
関するニー
ズ調査より）

平成26年度は、延べ参加人数が47,675人となりました。公立保
育所においては「あそぼう会」・「園庭開放」・「育児相談」・「育
児講座」、民間保育園では地域子育て支援センター事業の実
施等、多くの子育て世帯に様々な支援を行いました。

B改
A：4

B拡：2
B改：9

各保育所で継続的に実施され、地域に定着してきました。
参加人数も増加傾向で、活動内容も充実し、地域の子育
て世帯に様々な支援を行うことができました。

・様々な支援が行われたとしながら、『改善』としているが、どのよう
な改善を検討しているのか。
・子どもの発達に遅れが見られるケースや、育児に行き詰っている
親、ネット社会の情報に惑わされ困惑している親など地域において
家庭で子育てしている親の抱えている問題・状況は様々であるた
め、いつでも気軽に利用でき、話ができる場はますます必要です。
子育て支援センターのさらなる発展できる改善が望まれていると
思います。

保育課

44
急病・救急医療
の情報提供の
充実

東入間医師会の協力のもと、小児時
間外救急診療を継続するとともに、
地域の医療機関や休日・夜間の救急
医療機関についてのわかりやすい情
報提供に努めます。

33.70%

市民意識調
査未実施の
ため不明。
小児時間外
救急診療受

診者数
 ９２２人

小児時間外救急診療受診者数
【実績】　922人
地域の医療機関をホームページに、休日・夜間・小児時間外診
療所の情報をホームページ及び毎月の市広報に掲載した。

A A：15

小児時間外救急診療受診者数
【実績】Ｈ22：1,346人、Ｈ23：1,328人、Ｈ24：1,192人、Ｈ25：
982人、Ｈ26：922人
地域の医療機関をホームページに、休日・夜間・小児時
間外診療所の情報をホームページ及び毎月の市広報に
掲載した。

・患者のたらい回しが起こらない連携強化を。
健康増進セン

ター

45
世代間交流事
業の推進

お年寄りを招いてのお手玉や昔話の
伝承等や高齢者施設などの訪問に
より、地域のお年寄りとの交流を推
進します。

- -

各保育所において年4～6回の事業を実施しており、地域のお
年寄りとの交流を深めています。平成26年度は、延べ195人の
お年寄りとの交流を図りました。（保育課）

地域団体と勝瀬地域の伝統行事（七夕、十五夜、小正月）を再
現する取り組みを開催しました。
七夕まつりやもちつき大会を通して、地域の伝統文化に触れな
がら高齢者と交流する機会を設けました。（ふじみ野交流セン
ター）

A

A
A：15

地域の実情に応じて、地域のお年寄りとの交流を進めて
きました。（保育課）

従来から取り組んできた七夕まつりに加えて、平成23年
度からもちつき大会を地域住民の指導・協力のもと進め
てきた来たことで、現在の家庭では失われがちな伝統行
事を身近に体験でき、高齢者の持つ技能や知識に触れな
がら交流することができた。

・年長者の方々が気軽に保育園の子どもたちとふれあえたら（ただ
遊ぶだけでも）双方にとって、精神的充実感をもたらすことでしょ
う。
・良い取組みなので今後も継続して下さい。幼児に限らず、小～大
学生までを視野に入れた交流企画があってもよいのでは。

保育課

ふじみ野交流
センター

46
リフレッシュ事
業の推進

保護者の就労や病気に加え、リフ
レッシュのための一時預かり事業を
推進します。

８か所 7か所
平成26年度は一時預り事業（7ヶ所、述5,300人）及び特定保育
事業（6ヶ所、3,778人）を実施しました。

A
A：13
B拡：1

一時預かり事業及び特定保育事業を実施することで、保
護者のリフレッシュ等のニーズに応えました。

・短時間の就労から介護、看護、病気、子育ての疲れ、スキルアッ
プやリフレッシュまで利用理由は様々ですが、必要度は高くなって
います。

保育課

47
病児・病後児保
育事業の検討

ファミリーサポートセンター事業の中
での対応のほか、医療機関の専用ス
ペースでの保育や家庭保育室での
実施について検討を進めます。

- 1か所

緊急サポートセンター埼玉と委託契約し、平成26年度は病児・
病後児の預かりを19名行いました。
また、平成26年4月開設の針ヶ谷保育園で病後児保育事業を
実施し、延べ24人が利用しました。

B拡
A：3

B拡：12

平成23年度から緊急サポートセンター埼玉と委託契約し
事業を実施してきた。緊急サポートセンターの利用実績と
しては平成23年度実績123名、平成24年度実績140名、平
成25年度実績144名平成26年度、47名（内、病児・病後児
預かり　平成23年度実績78名、平成24年度実績68名、平
成25年度実績54名、平成26年度19名）。また、平成26年4
月開設の針ヶ谷保育園で病後児保育事業を実施し、延べ
24人が利用した。

・少しずつでも親が安心して仕事に就ける条件が整ってほしいで
す。

保育課

48
休日保育事業
の検討

日曜日の保育事業について、保育所
(園)や家庭保育室における実施の検
討を行います。

- 1か所

富士見れんげ保育園で休日保育を実施し、平成26年度は延
102人が利用しました。
また、平成26年度のファミリー・サポート・センター事業におい
ての日曜日・祝日の実績15名。

B拡
A：1

B拡：13
D：1

ファミリー・サポート・センター事業のほかに、平成25年4
月開園の保育園での休日保育事業を開始しました。利用
人数も年々増加していることから、今後も周知を図りなが
ら継続して実施していきます。

・時間が短いため利用しずらい。サービス業で働いていた女性は
子どもができると仕事を辞め転職せざるを得ない。ららぽーともで
きたので第３か第５保育園での休日保育を検討してほしい。
・フレキシブルな仕事の就き方も増えてきているので、変化により
対応してもらいたい。
・周りにも利用希望者は多い。ぜひ今後も拡大してほしい。

保育課

49
放課後児童クラ
ブの運営の充
実

夏休みなど学校が長期休業中の期
間だけの受け入れや開室時間の延
長など、保育ニーズに即した運営形
態の検討を進めます。

午後6時30分から7時までの有料（月額1,000円）延長保育や１
日保育日の開室時間を午前8時30分から8時へと30分繰り上
げての開室を継続して、保育時間を拡大することで利用者の
利便性を図りました。長期休業期間だけの受け入れについて
は引き続き検討していきます。

B拡
A：2

B拡：10
B改：3

平成23年度の指定管理更新時から開室時間の有料延長
保育や１日開室日の開室時間の繰り上げなど、保育時間
を拡大することにより利用者の利便性を図りました。
また、平成22年度以降、待機児童は発生していません。

・長期休業中のみの受入れの早急検討→実施が必要です。
・指定管理受託側の柔軟な対応と専門性を期待します。
・働く親世代が安心して預けられるように、さらに利便性等の検討
を。

保育課

　第２節　子育て家庭が支え合うまちづくり～（２）就労と子育ての支援
①保育の弾力的運営と保育サービスの充実



50
障害児保育の
推進

「ともに生きる」ことを基本とした障害
児保育を推進します。

- -
障がい児担当の保育士を配置し、障がい児保育を継続して実
施しています。

A
A：14
B拡：1

障がい児担当の保育士を配置し、障がい児保育を継続し
て実施しています。

・保育士養成のために大学との連携を。
・障がい児の状況は一人ひとり異なり、それぞれにできるだけきめ
細かく対応することが求められるため、さらなる事業の拡大が必要
だと思います。

保育課

51
保育所（園）の
整備の推進

待機児童の解消を図るため、引き続
き、施設整備を推進します。

12か所
1,095人

16か所
1435人

・平成26年4月民間保育園（針ヶ谷保育園　定員90人）が開設
しました。
・平成27年4月開設の民間保育園等（ﾅｰｻﾘｰｽｸｰﾙ☆
SUKUSUKU　定員60人、ﾅｰｻﾘｰｽｸｰﾙ☆KITAHARA　定員30
人、なんばた保育園　定員75人）の新設準備、増築（子どもの
そのBaby保育園　定員30人→80人）を進めました。

B拡
B拡：14

C：1

民間保育園の整備を進め、平成22年度から平成26年度
の5年間で4保育園を開設し、平成27年4月開設に向けて3
保育園等の新設準備を進めました。

・０～３才の途中入所が難しく、仕事をしたくてもできなかったり、高
い金額で家庭保育室へ預ける方がとても多い。０～３才の定員を
増やすように検討してほしい。
・安心安全な保育施設づくりを進めてほしい。

保育課

52
放課後児童クラ
ブの整備の推
進

待機児童の解消を図るため、引き続
き、施設整備を進めるとともに、71人
以上大規模クラブの解消にも努めて
いきます。

11か所
752人

（＊H21年4
月）

16か所
782人

（Ｈ26年4月）

平成22年度以降に待機児童は発生しておりませんが、入室児
童が急増した鶴瀬及び水谷放課後児童クラブについては、平
成27年度の施設整備を計画し、それぞれ第2クラブ開設までの
間、学校の教室を一時借用し運営を行いました。

B拡
A：3

B拡：11
Ｃ：1

年々増加する入室児童対策として、定員を上回ったクラブ
については施設整備や教室の一時借用等対策を行いま
した。

・安心して働ける環境づくりと共に、学校との意思疎通を図る場面
等、今以上の話し合いの場を設定する必要があるのでは。

保育課

53
ファミリー･サ
ポート･センター
事業の推進

子育ての手助けをしたい人と手助け
の必要な人が会員となって地域で互
いに助け合っていくことを目的とし、
引き続き利用者ニーズに即した事業
内容の充実に努めます。

１か所 １か所

平成26年度末の会員数は980名。年間活動件数は4,087件あり
ました。病児や宿泊を伴う預かり（緊急ファミリー・サポート事
業）の活動件数は49件となりました。また、特に提供会員の新
規入会を目指し周知を図りました。

A
Ａ：12
Ｂ拡：1
Ｂ改：3

　ファミリー・サポート・センター事業については、順調に会
員数と活動件数が増加しています。平成23年度から導入
した緊急サポートセンターについても、年度により活動件
数に増減はあるものの、必要なサービス提供が行われて
きました。
　地域による提供会員の偏りが解消されず、市内全域を
カバーすることが困難でした。

・ＰＲ活動の必要性を感じます。
・地域差はどの地方でも同様な悩みを持っているようです。会員さ
んの機動力を広げることでしょうか。（車の使用はＯＫなのでしょう
か）ＯＫです
・偏りの原因究明・分析を行い、等しく提供できる体制づくりを。

保育課

54
ワーク・ライフ・
バランスの啓発
の推進

仕事と子育ても含めた生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）の考え方
の普及・啓発に努め、子育てしやす
い社会・職場環境づくりを推進しま
す。

40.30%

平成26年度
は、市民意
識調査を実
施しなかっ

た。

・講演会の開催
「働くあなたに贈る２５の言葉－家庭も仕事も諦めない-」佐々
木　常夫氏　（東レ経営研究所特別顧問・作家）　参加人数：
173人
・広報ふじみ１１月号「いっぽいっぽ」に上記講演会に関する記
事の掲載。

A
Ａ：14
Ｂ改：1

講演会等の企画は、市民公募で構成している男女共同
参画推進会議と市との共催であり、参加者アンケートから
は、毎回、男女共同参画の理解が得られていることがわ
かる。なお、講演会等のテーマに対する市民ニーズの把
握と幅広い世代の参加には、創意工夫と啓発の継続に努
める。

・意識調査に基づいての企画立案・運営が望まれます。
人権・市民相

談課

55
改正育児休業
法等の意識啓
発の推進

子育てへの男女の共同参画につい
て民間企業などへの意識啓発をし、
母性の保護や男性の育児休業、子
育てのための休暇が取得しやすい社
会環境づくりを推進します。

- -

・広報ふじみ8月号「いっぽいっぽ」に「育児休業給付金」につい
ての掲載。
・男性向け子育てリーフレットの改訂版を発行するにあたり、育
児休業についてを記載。

A
Ａ：12
Ｂ拡：2
Ｂ改：1

啓発を行っているものの、男性の育児休業取得率は依然
として低い状況である。仕事と子育てをはじめとする家庭
生活の確立は、働く者の共通する課題であるため、制度
とその活用に対する理解と男女がともに子育てにかかわ
る意識の向上を図る。

・利用したくても勤務先に迷惑がかかると取得を断念している傾
向。市内企業で理解促進を図っている例があれば、紹介したらい
かがでしょうか。
・意識改革が必要ですが、日本全体の問題ですから、なかなか困
難です。
・男性への啓発に向けた周知方法の検討を。

人権・市民相
談課

56
再雇用の支援
促進の検討

国や県、近隣市町と連携し、離職した
人の再就職や再就職のためのセミ
ナー、技術講習会の実施などの支援
策を検討します。

- -

平成26年度就職面接会実施状況（ハローワーク川越主催）
  10月8日開催　場所：川越プリンスホテル
　参加企業:29社　求職者:１１５名　就職:10名
  2月5日開催　場所：富士見市民文化会館キラリふじみ
　参加企業:27社　求職者:90名　就職:8名
40歳以上向け就職支援セミナー（県と共催）
　3月6日開催　場所：サンライトホール　23名参加
埼玉県女性キャリアセンター出前セミナー（県と共催）
　6月26日開催　場所：ふじみ野交流センター　12名参加
再就職したい女性のための出前相談（県と共催）
　6月24日開催　場所：鶴瀬西交流センター　3名相談
富士見市ふるさとハローワークによる就労支援・相談
　窓口相談件数:6,978名　求人検索機利用者数:10,893名

B拡
Ａ：3
Ｂ拡：

12

就労相談・支援に関しては、これまでの取り組みに加え、
２５年１月に開業した「富士見市ふるさとハローワーク」に
おいて、よりきめ細かい就労支援体制の構築が図られま
した。
富士見市ふるさとハローワークの利用状況につきまして
は、県内でも上位と伺っています。

・実際に仕事に就いてその後の様子なども知りたいところです。
・継続して下さい。

産業振興課

②男女とも就労できる環境の整備



57
ひとり親家庭へ
の生活支援の
充実

母子家庭に対し就労支援をはじめと
した自立支援事業を継続するととも
に、父子家庭を含めたひとり親家庭
に対して生活全般に関する相談業務
の充実を図っていきます。

- -

希望の仕事につくために必要となる講座を受講した方に対して
講座修了後に、自立支援教育訓練給付金を1人に給付しまし
た。また、看護師等の取得を目指し専門の学校に修学している
方に給付する、高等職業訓練促進給付金を3人に給付しまし
た。児童扶養手当対象者に実施する現況届時には、ハロー
ワーク臨時相談窓口を開設し、仕事の見つけ方や、転職等の
相談や情報提供を実施しました。これからも、ひとり親家庭自
立支援事業を充実させるとともに、今後の支援策を検討してい
きます。

A
Ａ：14
Ｂ拡：2

自立支援教育訓練給付金は医療事務やホームヘルパー
2級等の資格を取得した方７人に給付しました。
高等職業訓練促進給付金は看護師や保育士等の資格取
得を目指す方17人に給付し、そのうち10人が資格取得を
し、3人が引き続き平成27年度も修学を継続しています。
また、平成２５年度より父子家庭の父も自立支援事業の
対象になり、ひとり親家庭自立支援事業の充実が図れま
した。

・ひとり親の家庭は、経済的な問題ばかりでなく、親の留守時間の
子育て、食事（孤食など）等、子どもが育つ家庭の中、様々な課題
が生じています。しっかり相談にのれる体制を。
・実際、その資格が生かされているかまで追っていただきたい。
・継続して下さい。

子育て支援課

58
療育相談事業
の推進

子育て相談をはじめ、発達の遅れや
障害のある乳幼児の個別相談・発達
検査を実施し、言語・機能訓練・訪問
指導などの個別支援とともに、グ
ループ指導・巡回相談など集団指導
の充実を図ります。

- -

障がい福祉課・保育課・健康増進センターと連携し、地域の
ニーズに応じた療育に関する相談事業を実施しました。個別相
談として発達・機能訓練・言語相談を実施しました。グループ相
談としてコアラ教室（1歳6か月健診後のフォロー：週１回）、たん
ぽぽ教室（保育所・幼稚園児のフォロー：月2回）を実施しまし
た。施設支援として巡回相談（保育所（園）12か所・幼稚園3園）
を実施しました。外来相談として13回実施しました。また１０月
より新規事業として「保育所等訪問支援」を開始し、３人の保育
所児童を支援しました。今後、児童福祉法に規定する「障害児
相談支援」実施のための指定申請事務等準備が課題となって
いる。（みずほ学園）

障がいの早期発見・早期療育のための機関連携を積極的に行
うことで、相談・支援体制を整え、精神科医による個別相談支
援事業を実施（年8回）し、児童の所属する機関への情報提
供、個別支援をすすめてきました。（障がい福祉課）

B拡

A

Ａ：8
Ｂ拡：6

障がい福祉課・保育課・健康増進センターと連携し、適切
な支援につなげるための相談事業を継続してまいりまし
た。２３年度より埼玉県の「障害児等療育支援事業」「子供
の発達支援巡回事業」２本の事業委託を受け、個別相談
としての発達・機能訓練・言語相談や、グループ相談とし
てのコアラ教室・たんぽぽ教室、また施設支援としての保
育所（園）・幼稚園への巡回相談等を充実させることがで
きました。２６年１０月より新規事業として「保育所等訪問
支援」を開始しました。（みずほ学園）
 
発達の遅れや障害のある乳幼児の個別相談・発達検査
は、それぞれの機関が実施している事業の連携がとれ、
その内容・回数などをみても療育を取り巻く環境や相談体
制が充実してきていると考えられる。（障がい福祉課）

・相談できる体制を整備する必要あり。
・支援を必要とする家族が増えている中で、タイムリーに施設につ
なげることも困難になってきています。みずほ学園の受入れ定員を
増やすか、職員の増加をするか、何らかの方策が必要となってくる
でしょう。
精神科Ｄｒ．または小児科Dｒ.で発達をみてくれる方を市に呼ぶこと
も大切です。
・各事業所との綿密な連携強化を。

みずほ学園

障がい福祉課

59
障害児在宅支
援制度の充実と
推進

障害児のための自立支援介護給付
（ホームヘルプ、ショートステイ、児童
デイサービス）を推進するとともに、
地域生活支援事業（日中一時預り、
移動支援など）や生活サポート事業
と組み合わせ、障害児の在宅支援の
充実を図ります。

- -

放課後等デイサービスは市内に事業所が４か所、隣接する地
域に３か所開設され利用者が急速に増えている。他方、児童
発達支援の事業所の開設が進まず「みずほ学園」の利用者は
定員を超えた状態が続いている。
また、福祉サービス利用上に必要なサービス等利用計画の作
成を担う相談支援事業所、とりわけその業務を担う相談支援
専門員の育成・確保が課題となっている。

A
Ａ：12
Ｂ拡：1
Ｂ改：1

根拠法令の改正により障がい児が地域で暮らすための必
要なサービスが拡充されつつあることは評価できる。一方
で保護者が相談できる環境については、相談体制が十分
とは言えない。

・障がいを持つ家庭はそれぞれが違った課題を抱えていますが、
また、発達に問題を抱え悩んでいる保護者は増大していると思い
ます。記載の中に「事業を担う相談支援専門員の育成と確保が課
題」「相談体制が十分とは言えない」とあるので、これは事業の拡
大が必要なのではないかと思われます。

障がい福祉課

60
障害児等のデイ
サービス事業の
推進

障害児や発達の遅れのある乳幼児
に早期から機能訓練・親子指導・個
別および集団指導を実施し、心身の
発達を促していきます。

- -

児童福祉法に基づく児童発達支援センターとして、対象児に合
わせて親子通園・単独通園を実施し、個別および集団指導（ひ
よこ組：親子11組、りす組：８人、きりん組：９人、ぞう組：７人）を
行いました。心身の発達を促すことを目的として、①日常指導
としてクラス別によるカリキュラム指導や全体で取り組む行事
を実施、②専門職指導として機能訓練個別指導（言語療法・理
学療法）・臨床心理士および作業療法士のグループ指導等を
実施、③保育所（園）・幼稚園との併用通園を実施しました。

A
Ａ：13
Ｂ拡：1

平成２４年４月の児童福祉法改正に伴い、児童デイサー
ビスから児童発達支援事業所にかわりました。法律上の
分類名称が変更になったにすぎませんでしたが、２５年４
月には児童発達支援事業所から児童発達支援センター
に移行し、通園療育および地域療育支援ともに機能の充
実強化をしました。

・幼稚園の年齢（３～６才）の発達につまずきのある幼児には「毎日
の訓練」が必要です。富士見市の誇れる母子分離通所での日々
訓練をぜひ続けて下さい。
・まだ、保護者の中には浸透していない一面もあるのでは。

みずほ学園

61

障害児保育の
内容の充実と保
育所(園）・幼稚
園との連携

障害児の専門療育施設としてあらゆ
る障害の子どもたちを受け止め、個
別・集団指導を行います。障害のな
い児童との交流保育に取り組み相互
の育ち合いを図るため、保育所
（園）・幼稚園との交流を行います。ま
た、保育所（園）・幼稚園とみずほ学
園との併用通園を推進します。

- -

育ち合いを図る取り組みとして、みずほ交流会（保育所園児が
みずほ学園に来園）を実施（月1回）。同じ地域の幼稚園である
南畑幼稚園との交流会を実施（年6回）。4～5歳児の保育所交
流会（みずほ学園児が保育所を訪問）の実施（月2回）。併用通
園する保育所や幼稚園との情報交換を行い連携した。

A
Ａ：14

みずほ交流会や南畑幼稚園との交流会、保育所交流会
を実施し、また併用通園する保育所や幼稚園との情報交
換等の連携を継続することで、地域で暮らす子どもたちの
育ち合いを図る取り組みを継続的に行いました。

・今後も積極的に推進して下さい。 みずほ学園

①ひとり親家庭などへの支援の充実

②障害のある子どもを育てる家庭への支援の充実

　第２節　子育て家庭が支え合うまちづくり～（３）支援を必要とする家庭のための支援
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障害や発達の
遅れのある児
童の相談の充
実

発達の遅れ、適応障害、親子関係、
非行など多様な問題に対応する児童
相談体制の充実を図り、専門的な支
援を必要とする児童・家庭への援護
を推進します。

- -

言語聴覚士による言語相談は１２回実施し７５人相談・言語発
達遅滞児等グループ教室は３２回実施し述べ７７３人が参加が
言語相談の実施についてみずほ学園・教育相談室・家庭児童
相談室とで役割分担を決め、言語相談を実施していく。

B拡
Ａ：3
Ｂ拡：

11

児童相談の体制は、子育てに関する様々な機関の連携
が有効に機能してきており、平成２３年度に子ども未来部
がスタートしてからは相談から支援までが途切れることな
く結びついていることが評価できます。

・言語相談へのニーズは高いので、より多くの相談日数を望みま
す。 障がい福祉課

63
外国籍市民へ
の情報提供の
充実

ホームページで、子どもに関する情
報を含めた生活ガイドを6カ国語によ
り提供することで、外国籍市民の日
常生活を支援します。

- -

市ホームページの外国籍市民生活ガイドについては、毎年更
新しております。大幅な制度変更等があった場合、最新の情報
を提供するよう関係各課と連携を取り、内容の充実を図りま
す。

A
Ａ：14
Ｂ拡：1

市ホームページの外国籍市民生活ガイドについては、外
国籍市民への貴重な情報源となっております。今後も正
確な情報を正しく伝えるよう努めてまいります。

・外国籍市民が、どの程度増加しているか、実情をふまえ対応して
いただきたい。
・継続して下さい。

人権・市民相
談課

64
外国籍市民相
談事業の実施

市役所の手続きや子育て、病気、生
活習慣など日常生活に関する相談
事業を実施します。

- -

・市役所第3相談室で、毎週水曜日午前9時から正午「外国籍
市民生活相談」を実施。
・業務委託として、二市一町でふじみの国際交流センターと契
約し、相談業務を月曜日から金曜日の午前10時から午後４時
に実施。
相談者数166人　相談内容数213件（うち市役所39人55件）

A
Ａ：14
Ｂ拡：1

外国籍市民数の増加に伴い、相談ニーズも増えているた
め、有効に活用されている。また、センターは、子どもの
成長や保護者の子育て等に関するアドバイスも手厚く対
応しており、子育て支援の充実を図っている。

・日本語指導を充実。相談ニーズに応えるためにも人員体制の拡
充が。大学生の活用も考えられます。

人権・市民相
談課

65
外国籍市民の
交流事業の推
進

国際交流フォーラムやサロンを通じ、
地域に住む住民が国籍にかかわら
ず交流できる機会を提供します。

- -

平成26年度は国際交流フォーラムの会場をキラリ☆ふじみに
変更し参加者が約４００人となり、国際交流の機会を増やすこ
とができました。次回は、外国籍市民の参加者が増えるよう工
夫してまいります。

A Ａ：15

平成26年度から会場をふじみ野交流センターからきらり
☆ふじみ変更し、増員することに成功した。毎年、アトラク
ションを変更する等、市民の方に、いろいろな国の文化に
触れる機会をつくることができました。

・継続して下さい。
人権・市民相

談課

66
男女共同参画
に関する啓発事
業の推進

男性は仕事、女性は家事・育児を担
わなければならないという固定的な
性別役割分担意識の解消をめざし、
家事・育児全般にわたり男女が協力
できるように、働き方の見直しを含め
た男女共同参画の意識啓発を行って
いきます。特に、男性の子育て・家事
への積極的な参画やボランティア・地
域活動を支援するための意識啓発を
行います。

21.80%

平成26年度
は市民意識
調査を実施
しなかった。

・講演会の開催
「働くあなたに贈る２５の言葉－家庭も仕事も諦めない-」佐々
木　常夫氏　（東レ経営研究所特別顧問・作家）　参加人数：
173人
・セミナーの開催
「パパとあそぼ！えほんライブ＆パパ力（ぢから）チェック」吉田
大樹氏（ＮＰＯ法人ファザーリングジャパン元理事）参加人数：
42人
「パパとあそぼ！パート2　パパママコミュニケーション術＆親
子でお絵かき」渡辺　大地氏（㈱アイナロハ代表取締役）参加
人数：29人
・講座の開催
「ディズニーが魅せる夢-変わるＨａｐｐｙＥｎｄのカタチ-」豊田
由貴夫氏（立教大学教授）参加人数：22人
・広報ふじみに「いっぽいっぽ」を隔月掲載。
・男女共同参画週間に併せ関連図書の展示及びパネルの展
示。

A
Ａ：14
Ｂ拡：1

男女共同参画社会確立のための富士見市行動計画とし
た、平成22年10月策定の富士見市男女共同参画プラン
（第3次）に基づき計画的に推進している。
講演会等の企画は、市民公募で構成している男女共同
参画推進会議と市との共催であり、参加者アンケートから
は、毎回、男女共同参画の理解が得られている。
なお、講演会等のテーマに対する市民ニーズと幅広い世
代の参加には、創意工夫と啓発の継続に努めることが大
切である。

・意識改革はとても困難な作業ですが、少しずつでも前進していた
だきたいです。
・継続して下さい。

人権・市民相
談課

67
子育てに関する
広報活動事業
の充実

広報紙、ホームページ、市民便利帳
などを活用し、子育てに関するさまざ
まな情報をわかりやすく提供していき
ます。特に、市ホームページの子育
て情報の充実に努めます。

29.50%

平成26年度
は市民意識
調査を実施
しなかった。

広報紙では担当課と調整し子育てに関する情報の周知を図り
ました。ホームページでは原課が適宜、情報をアップし、広報
紙同様の周知を図りました。

A Ａ：15

広報紙ではカテゴリーごとにインデックスで分類し、「子育
て」のインデックスを表記したことで関連する情報の検索
性を高めました。ホームページでは平成22年のリニューア
ルにおいてCMSを導入し、担当課において速やかな情報
提供ができる環境が整備されました。

・ネット活用の周知を図る。 秘書広報課

68
子育て情報誌
の発行

子育てをひとりで悩まない仕組みづく
りの一環として、子育て情報を一元
的に網羅したガイドブックや地域の子
育て支援情報マップなどを継続的に
発行していくとともに、情報を必要とし
ている人に確実に提供できるよう努
めます。

- -

「子育てガイドブック」及び「子育て支援マップ」の改訂版を３００
０部作成し、転入時や母子手帳交付時に配布しました。また、
市内全子育て支援センターの事業スケジュールを集約した
キッズ通信を毎月発行し、子育てに関する情報提供に努めま
した。

B改
Ａ：6

Ｂ拡：2
Ｂ改：7

子育てに関する情報誌「子育てガイドブック」及び「子育て
支援マップ」を配布することで、安心して子育てができる
情報提供の推進が図れました。また、市内全子育て支援
センターの事業スケジュールを集約したキッズ通信を発行
することで、子育てを楽しむ情報提供が図られました。

・保育所などにもあるとよいです。
・ネット活用の周知を図る。
・周知するため部数を増やし自由に持ち帰れるように公共施設に
設置して下さい

保育課
（子育て支援

センター）

①男女共同参画社会の推進

②子育ての地域化に向けたふれあいネットワークの整備

③外国籍・国際結婚の子どもを育てる家庭への支援の充実

第３節　子どもと子育て家庭を地域全体でを支えるまちづくり～（１）次代に向けた新しい子育ての意識づくり



69

幼・保・小・中学
校・特別支援学
校の交流と連携
の推進

幼稚園、保育所（園）、小学校、中学
校、特別支援学校の保護者、教職員
などの連携を図るとともに子どもたち
の交流活動を推進します。

-

昨年度に引き続き、中学校区を中心とした小中(特)合同研修
会、幼・保・小中連絡協議会や講習会、市教育研究会等の活
動の中で、幼・保、小・中・特別支援学校の教職員の交流を図
るとともに、情報交換を行い、共通理解を深め、連携を進めて
います。園児や児童生徒の交流についても、運動会や合唱祭
などの学校行事や学年行事、生徒会活動、部活動等を通した
交流を推進しています。また、県や市の研修会に、ＰＴＡからの
参加協力をいただいています。
富士見特別支援学校では、中学校や高等学校等の交流・共同
学習、小・中学校との支援籍学習や特別支援学校支援籍にも
積極的に取り組んでいます。

A
Ａ：14
Ｂ改：1

中学校区を中心とした小中(特)合同研修会、幼・保・小中
連絡協議会や講習会、市教育研究会等の活動の中で、
幼・保、小・中・特別支援学校の教職員の交流を図るとと
もに、情報交換を行い、共通理解を深め、連携を進めるこ
とができました。園児や児童生徒の交流についても、運動
会や合唱祭などの学校行事や学年行事、生徒会活動、
部活動等を通した交流を推進することができました。ま
た、県や市の研修会に、ＰＴＡからの参加協力をいただき
ました。
富士見特別支援学校では、中学校や高等学校等の交
流・共同学習、小・中学校との支援籍学習や特別支援学
校支援籍も積極的に取り組み、センター的機能を発揮す
るよう努めています。

・回数等はこなしているが格差はあるのではないですか。内容が
充実しているかどうか把握する必要があります。
・小中一貫が進む中、幼から中・特別支援学校までを大きな視点
からつながりを考えた運営が必要ではないですか。

学校教育課

70
子ども同士のふ
れあい事業の
推進

幼稚園、保育所（園）、小学校、中学
校、特別支援学校の子ども同士のふ
れあいを通じて、子どもたちに豊かな
心を育てます。

-

・小学校就学前の幼児と近隣小学校の低学年との交流活動を
市内小学校で実施でき、小学校への円滑な接続を図ることが
できています。また、小学校６年生が中学校で部活動や授業を
見学したり、中学校の先生方が小学校へ出前授業を行ったり
している学校もあり、子どもたちの交流を図るだけでなく、中学
への円滑な接続ができました。
・発達障がいを含む障がいのある児童生徒と障がいのない児
童生徒が一緒に学ぶ支援籍学習を実施し、障がいのない児童
生徒に「心のバリアフリー」を育むとともに障がいのある児童生
徒に「社会で自立できる自信と力」を育むことができました。
・中学校では、総合的な学習の時間や家庭科の授業、はつら
つ社会体験学習等で保育園や幼稚園に行き、異年齢集団との
交流を深めました。
・小学校と中学校では、市内音楽会やﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ大会・陸上
大会に向けた取り組みの中で、交流が図られている学校もあり
ました。また、書写展、図工・美術展、理科展、発明創意工夫
展等、間接的にふれ合う活動も行われました。これらの活動を
通して、豊かな心の育成を図ることができました。

A
Ａ：14
Ｂ拡：1

・この５年間、各中学校区、小学校区では、学校の実態に
応じて、異年齢の子どもたちや様々な集団での交流が図
られる活動を実践してきました。これらを通して、それぞれ
の学校へ円滑な接続が行われました。子どもたちの発達
段階に合わせ、学年が上がることによって、様々な立場を
経験することができました。これらの経験と、人との交流を
通して、子どもたちの豊かな心の育成が図られました。
　今後も引き続き、各学校の実態に合わせた取組を行っ
ていきます。

・赤ちゃんと中学生を結びつけてほしい。少子化、対人関係が希薄
化している現在、「体験」は何よりの学習となるでしょう。
・交流を活発・伸展させる具体的計画を立てる必要があります。指
導計画に明確な位置づけと内容の検討を。

学校教育課

71
「ノーマライゼー
ション」の普及
の推進

障害や障害のある人に対する理解を
深め、保育所（園）、幼稚園、小学
校、中学校、特別支援学校において
障害のある子どもと障害のない子ど
もとがふれあえる場の充実に努めま
す。

-

　ノーマライゼーションの理念に立った教育を推進するため、富
士見特別支援学校を中心とした市教育委員会委嘱特別支援
教育推進プロジェクトチームによる特別支援教育コーディネー
ターの育成、校内支援体制の整備を進めました。
　小・中学校では、通常の学級と特別支援学級の児童・生徒が
交流及び共同学習を進めました。また、市内音楽会への参
加、親善陸上大会、ミニバスケットボール大会でも積極的な交
流を実施しました。
　県立特別支援学校や富士見特別支援学校に在籍している児
童生徒の支援籍学習を実施し、地域の子ども同士のふれあ
い・学び合いの場の充実を図りました。
　発達情緒障がい通級指導教室および難聴言語障がい通級
指導教室での指導を充実し、児童の発達における困難さの解
消を図りました。また、児童の在籍校において障がいに対する
理解教育を行うなど、児童へも心のバリアフリーを育みました。

A
Ａ：13
Ｂ拡：1

　市教育委員会委嘱特別支援教育推進プロジェクトチー
ムが中心となり特別支援学級のより良い指導法の改善が
行われました。プロジェクトチームの活動が活発に行われ
たことにより、特別支援教育コーディネーターの育成、校
内支援体制の整備が進み、ノーマライゼーションの理念
に立った教育の推進を図りました。
　小・中学校では、通常の学級と特別支援学級の児童・生
徒が交流及び共同学習を進めました。また、市内音楽会
への参加、親善陸上大会、ミニバスケットボール大会でも
積極的な交流を実施しました。
　県立特別支援学校や富士見特別支援学校に在籍して
いる児童生徒の支援籍学習を実施し、地域の子ども同士
のふれ合いが自然な形で行われました。
　発達情緒障がいおよび難聴言語障がい通級指導教室
での指導を充実し、児童の発達における困難さの解消を
図りました。また、児童の在籍校において障がいに対する
理解教育を行うなど、児童へも心のバリアフリーを育みま
した。

・まずは環境整備（バリアフリー化）を進めることが肝要です。 学校教育課

①幼児教育・学校教育振興事業の推進
-



72
いじめ・不登校
対策の推進

いじめや不登校等に悩む児童生徒
への対応策として、専任教育相談員
による相談の充実に努めるとともに、
適応指導教室『あすなろ』では、集団
生活への適応、情緒の安定、基礎学
力の補充などによって学校復帰を支
援し、社会的自立が図れるよう努め
ます。

-

平成26年度に教育相談室で受け付けたいじめに関する相談は
8件（延べ13件）、不登校に関する相談は75件（延べ372件）でし
た。平成26年度の市内全不登校児童生徒数は104人、適応指
導教室「あすなろ」に通室した不登校児童生徒は26人であり、
通室利用率は約２６.０％、学校復帰率は７３.１％でした。各学
校の学校教育相談員や中学校配置のスクールカウンセラー・
ふれあい相談員と連携し、いじめや不登校の未然防止の取組
を充実させるとともに、適応指導教室の通室利用率及び学校
復帰率の向上を目指します。

A
Ａ：13
Ｂ拡：2

いじめや不登校に悩む児童生徒への対応策として、専任
教育相談員による面談相談、電話相談、土曜日の電話相
談の充実を図ることができ、５年間のいじめ・不登校に関
する総相談件数のべ件数は、１６８７件（いじめ９４件、不
登校１５９３件）でした。適応指導教室「あすなろ」では、集
団生活への適応、情緒の安定、基礎学力の補充などに
よって学校復帰を支援し、社会的自立が図れるように努
め、5年間の適応指導教室「あすなろ」への、通室利用率
は約21.0％、学校復帰率は77.9％でした。各学校の学校
教育相談員や中学校配置のスクールカウンセラー・ふれ
あい相談員と連携し、いじめや不登校の未然防止の取組
を充実させることができました。

・今後ますます増加することが想定され、対応の充実を図ることが
求められます。相談員の力量アップと支援体制の充実を。

教育相談室

73
防犯体制の整
備・推進

子どもの安全を確保するため、東入
間警察署や各町会の協力を得なが
ら、地域パトロールを継続的に実施
できる推進体制を支援します。また、
保育所（園）や学校での定期的な防
犯訓練の実施のほか、各学校では
PTAや地域住民（スクールガード）と
連携してのパトロール活動や防犯ブ
ザーをはじめとした防犯グッズの有
効活用などにより総合的な防犯体制
の推進を図ります。

-

保育所（園）では防犯グッズを常備しており、定期的な防犯訓
練も実施しました。また、関係機関から不審者情報が入った場
合には、直ちに各保育施設へ情報提供するなど、防犯につい
ての情報共有に努めました。（保育課）

各学校ではスクールガードや教職員がパトロールをすることに
より、児童生徒が安全に登校することができました。また、らら
ぽーと富士見の開業を見据え、交通事情の変化や県内外から
の多くの人の流入を想定し、関係課をはじめ、東入間警察署と
も防犯体制を強化するよう連携を深めてきました。（学校教育
課）

前年度に引き続き、地域防犯活動の推進及び自主防犯パト
ロール隊の育成・支援に取り組んでいます。
また、不審者対策として実施している事案発生時の庁内関係
部署への情報提供については、迅速な対応に努めています。
（安心安全課）

A

A

A

Ａ：14
Ｂ拡：1

保育所（園）では防犯グッズを常備しており、定期的な防
犯訓練も実施しました。また、関係機関から不審者情報
が入った場合には、直ちに各保育施設へ情報提供するな
ど、防犯についての情報共有に努めました。（保育課）

各学校ではＰＴＡ活動の一環として教職員と保護者、さら
には地域住民（スクールガード・アドバイザー、スクール
ガード・リーダー、スクールガード）も一緒になってパトロー
ル活動に取り組むなど、学校・家庭・地域が一体となっ
て、子どもたちの安全を見守る体制が整ってきました。
（学校教育課）

ル隊の育成・支援により、防犯活動の活性化を図ることが
できました。
不審者情報等の連絡体制の構築により、関係部署間で
の情報共有をすることが可能となりました。（安心安全課）

・子どもたちの安全を守るためには、変化に応じた素早い対応をお
願いします。
・体制は充実してきていると思いますが、固定化されている部分も
感じられます。賛同者を増やし、後継者づくりを。
・緊急時の連絡方法を考えましょう。スマホ等の活用で一律な情報
の共有化を。

保育課

学校教育課

安心安全課

74
子ども・青少年
活動支援者の
育成の推進

子ども・青少年活動を支援するボラン
ティアの育成と向上のための学習機
会提供や組織化を推進します。

- -

水谷公民館の水谷青空学校 （参加者１９名）、みずほ台小区
青空学校（参加者１６名）。新たな指導者と地域スタッフの育成
が課題。水谷公民館）

水谷東公民館の豆の木学校(参加者27人、指導員31人)は、子
ども達の異年齢集団による体験活動を通して、子ども・青年・
地域の連携の醸成が図られています。参加者の広がりが課題
となっています。（水谷東公民館）

Ａ
Ａ：11
Ｂ改：3

高校生以上のボランティアスタッフの育成が急務。（水谷
公民館）

豆の木学校の卒業生が、指導員となりプログラム作成や
準備、当日の運営・指導をすべて行うなど成熟した取組と
なっています。また、父母の協力にも支えられています。
近年は、児童の参加が少なくなってきている点が課題で
す。（水谷東公民館）

・施策№７４～７６は共通課題があるのではないでしょうか。
・参加している若者自身が自分たちの後継者を育てようとする意識
を持つことが必要であると考えます。行政はそれをいかにサポート
するかが課題だと思います。

公民館

75
青少年相談員
活動事業の推
進

埼玉県知事委嘱の青少年相談員
が、地域の子どもたちのよき友、よき
理解者として健やかな成長を助ける
ためのさまざまなボランティア活動を
展開しており、市は今後とも、団体の
自主性を尊重しながら活動のための
援助を行っていきます。

- -

昨年度に引き続き、小・中学生を対象とした活動を実施する中
で、子ども達の成長の一助となるような体験を提供していま
す。また青少年相談員自身も活動を通して、様々な経験を積
み、成長できる場となっています。26年度では人数が5人増加
しました。イベントに参加する小学生も増加しています。

A Ａ：15

委嘱を受ける人数が増え、当初に比べて活動の幅が広
がり、主催イベントへの参加者が増加しました。
また、青少年育成市民会議への協力や、埼玉県南西部
地区の合同行事を行うなど、他団体との連携が強化され
てきています。

・施策№７４～７６は共通課題があるのではないでしょうか。
・参加している若者自身が自分たちの後継者を育てようとする意識
を持つことが必要であると考えます。行政はそれをいかにサポート
するかが課題だと思います。

子育て支援課

76

地域における子
ども・青少年活
動支援者のネッ
トワークの促進

地域における子ども・青少年活動支
援者のネットワークを促進し、支援者
同士の情報交換や活動の充実に向
けた学習機会の拡充に努めます。

- -

鶴瀬公民館では子育てサロンのサポーターに対して資質を高
める機会として学習会を開催しています。（2回延べ25名）（鶴
瀬公民館）

水谷・みずほ台・針ケ谷各地域からそれぞれきていただいてお
り、バランスはいいが、子どもが大きくなるにつてれ、仕事を持
つ方が多いためスタッフの入れ替わりが多くみられる。「多くの
人に子育てサロンに参加してもらう」という意味ではフタッフの
入れ替わりは良い効果。（水谷公民館）

A

Ａ
Ａ：15

鶴瀬公民館では子育てサロンサポーターに対して資質を
高める学習会を継続的に行うことにより、子育てサロンの
円滑な運営につながった。（鶴瀬公民館）

スタッフが数年ごとに入れ替わりがある。（水谷公民館）

・施策№７４～７６は共通課題があるのではないでしょうか。
・参加している若者自身が自分たちの後継者を育てようとする意識
を持つことが必要であると考えます。行政はそれをいかにサポート
するかが課題だと思います。

公民館

第３節　子どもと子育て家庭を地域全体でを支えるまちづくり～（３）子どもの育成のための地域づくり
①子どもの健全育成の充実

②子どもが安心して通園・通学できるシステムの充実



77
教育相談事業
の推進

最近の社会の急激な変化が子どもた
ちの教育環境や意識に大きな影響を
もたらし、特に不登校、いじめ、非
行、学習障害（LD）/注意欠陥・多動
性障がい（ADHD）などの相談が増
え、また深刻化、重度化する傾向に
あるため、より充実した教育相談を進
めていきます。

441件
3,785件

（＊H20年
度）

586件
1,380件

※適応指導
教室を除く

教育相談については、平成26年度の教育相談室の相談件数
（のべ件数）が1,380件ありました。より利用しやすくするため、
土曜日の電話相談窓口を引き続き実施しました。教員を対象
とした不登校、いじめ、非行、学習障害（LD）/注意欠陥・多動
性障がい（ADHD）などについての教員の研修会等も充実し、
研修会を26回実施する他、本室職員の講師派遣は、校内研修
会が5回、児童向けのいじめ防止教室が5回となりました。学
校・家庭・地域社会における教育の現状や課題等を市内小中
学校の保護者を対象として「教育に関する親子意識調査」の検
証結果を基に、「子どもへの望ましい関わり方」の教育講演会
を実施しました。

A
Ａ：13
Ｂ拡：1
Ｂ改：1

教育相談については、教育相談室の相談件数（のべ件
数）が６８７０件ありました。平成25年度より土曜日の電話
相談窓口を設け、相談しやすい環境を整えました。不登
校、いじめ、非行、学習障害（LD）/注意欠陥・多動性障が
い（ADHD）などについて、教員の研修会等を充実させるこ
とができました。児童向けのいじめ防止教室を毎年度行
い、いじめの未然防止に努めることができました。学校・
家庭・地域社会における教育の現状や課題等を把握する
ため「教育に関する親子意識調査」を実施するとともに保
護者を対象とした、「子どもへの望ましい関わり方」の教育
講演会を実施しました。

・幼児期から「育てにくい子」が増えてきており、学校も個別対応を
せざるを得ないことと思います。
・今後、ますますこの事業は必要となるので、意識調査をもとに事
業の工夫改善を図りたい。

教育相談室

78
子ども会育成会
への支援

地域で子どもを育む取り組みを行っ
ている子ども会育成会および同連合
会の活動を支援していきます。

- -

富士見市子ども会育成会連合会へ269,789円、市内各単位育
成会へ児童数×300円の補助金を年一回交付。富士見市子ど
も会育成会連合会の事務局として安全会事務手続き及び埼玉
県子ども会育成会連合会との連絡調整。連合会事業への支
援を行いました。

B改
Ａ：2
Ｂ改：

13

富士見市子ども会育成会連合会および市内各単位育成
会へ補助金を交付し、活動の支援を行うことができまし
た。しかし、育成会に加入しない世帯の増加や、世代交代
がうまくいかず活動休止になってしまう育成会、また連合
会から脱退してしまう育成会も増えていて課題も多く残り
ました。

・育成会の窓口（問い合わせ先）を明確にするような情報があれば
いいと思います。
・運営や役員になると大変などのイメージが強く、若い親には敬遠
されてしまっている。今は情報も多く、児童館や子育てサークルな
ども充実しているので必要性を感じないが、以前から継続している
会には補助していくべきだと思います。
・根本的に現状をふまえて、必要かどうかを考慮すべきでしょう。形
骸化しないよう望みます。
・全国的傾向であるが、加入減の改善に向けた運営と地域活性化
を通して、復活を目指したい。

子育て支援課

79
青少年育成推
進員への支援

市内小学校区から2名ずつ選出さ
れ、地域パトロールや他の青少年活
動団体との連携などを行っている青
少年育成推進員の活動を、今後とも
支援していきます。

- -

学校訪問を通して学校と連携しながら、「毎月第3日曜日は家
庭の日」の普及活動や、各地域でのパトロール活動に参加し
ました。26年度は学校の協力を得、青少年育成市民会議と共
催で、第１回富士見市家庭の日ポスターコンクールを開催しま
した。今後も活動の充実を図るため事務局として支援します。

A Ａ：15

学校訪問やパトロール活動への参加等を通じて、少しず
つ認知度の向上に努めています。平成26年度には学校
の協力を得、青少年育成市民会議と共催で、富士見市
「家庭の日」ポスターコンクールを開催し、活動の幅を広
げています。

・まだまだ推進員の知名度が学校、特に教員に浸透してない面も
伺えるので、学校との関係を強くすることと推進員の活動を工夫す
ることが必要です。

子育て支援課

80
青少年育成市
民会議への支
援

次代を担う青少年が心豊かに成長す
ることを願い、さまざまな青少年健全
育成事業に取り組んでいる青少年育
成市民会議の活動が、円滑・効果的
に進められるよう支援していきます。

- -

青少年の健全育成推進のため、各種事業を本部及び市内各
地域支部・課題別各部会にて実施しました。２６年度は、「富士
見市青少年の歌」の発表を盛大に行い、その普及活動に努め
ました。事務局として引き続き支援していきます。

A Ａ：15

事務局として市民会議の各種事業の支援を行いました。
平成26年度には「富士見市青少年の歌」の発表を行うな
ど、新たな事業にも取り組み青少年健全育成に努めてい
ます。

・これからの町づくりは若者が担っていくという発想を持ち、同意識
化を図るか、また意識向上に向けた企画立案が必要です。

子育て支援課

81

『富士見市市民
人材バンク』を
活用した情報提
供の推進

市民相互の「学びあい・助け合い」の
趣旨に賛同する個人・団体の情報収
集・提供を推進し、人材バンクの活用
を希望する市民との仲介・きっかけづ
くりを進めます。また、その中から特
に学校や地域での子どもたちの活動
や日常生活の一助となる情報を精選
し、提供していきます。

- -

平成26年度の市民人材バンクの利用と登録の実績は、利用件
数221件、延べ利用人員17,071人、登録件数226件となってい
ます。推進員を中心にこれまでのプロモート活動でも特に、教
育施設へ積極的に行ったところ、幼保団体の新規利用が増え
た。知られていない施設もまだまだ挙がってくることから、広く
周知の徹底を図ることが求められる。登録者や推進員の高齢
化については課題としてあがる一方で、異世代交流などの効
果は生じている。

A Ａ：15

利用件数・利用人数・登録件数は毎年増加の傾向があ
る。広く人材バンク制度を周知してもらうために、登録者を
活用してのモデル事業の展開、市民祭りや公共施設のま
つりなどへの参加、また登録者同士の親睦を深めること
を目的とする交流会の実施など、推進員を中心に、人材
バンク制度の外と内から制度の充実を図る活動を行って
きています。

・リタイヤした人材活用は大いに有用です。どのように活用するか
「待ち」の姿勢ではなく広める展開を考えたい。

生涯学習課

82
文化祭運営事
業の推進

市民の文化創造活動を促進し、市民
相互の交流を図るため、市民文化祭
をはじめとした、子どもを含む市民の
文化活動が活発になるよう支援して
いきます。

- -

平成２６年度から主管課が生涯学習課から地域文化振興課に
変更となりました。平成２５年度には、開催５０周年を迎えるこ
とができ、富士見市の文化芸術に関する一大イベントとして定
着しています。
今後の課題としては、来場者（文化祭参加者含む）が減少傾向
にあるため、平成２７年４月にオープンした「ららぽーとふじみ」
との事業連携や文化祭の新たなＰＲ方法を模索するなど、若
い世代を含めた出展者や参加者の増加を図るための検討が
必要となります。

A
Ａ：14
Ｂ改：1

作品発表、舞台発表共に、技術の向上が見られ、充実し
た文化祭となっています。其々の取り組みに、昨年度と違
う工夫等が見られ、マンネリ化を避ける取り組みがなされ
ていました。
来場者数を見ると、平成２２年度、２３年度は７，０００人を
超え、平成２４年度は約８，７００人、平成２５年度は約７，
２００人、平成２６年度は約６，９００人となっており、減少
傾向が見られます。
今後は、更に内容の充実を図り、出展者や来場者の増加
を図るとともに、若い世代が参加しやすい工夫が必要で
す。

・なぜ毎年減少しているのか、その背景を探る必要があります。地
域の伝統文化を根付かせる上からも分析し改善を図りたい。

地域文化振興
課

②地域活動の促進

③文化・スポーツ等各種事業の推進



83
図書館の児童
向け事業の充
実

「おはなし会」や「映画会」の実施の
ほか、学校や保育所（園）・健康増進
センターなどとの連携をいっそう深
め、ボランティアとの協働による絵本
の読み聞かせや図書館利用紹介な
ど、親子が本と親しむサービスの充
実を図ります。

- -

平成26年度はおはなし会69回（中央・ふじみ野）・24回（鶴瀬
西）、子ども向け映画会38回（中央・ふじみ野）・6回（鶴瀬西）、
図書館ツアーを12回（中央）・1回（鶴瀬西）行いました。
学校との連携としては、読書推進支援員への研修や小学校で
のおはなし会、ブックトークを行いました。また、小学校の複合
施設である鶴瀬西分館では休暇期間中に来館スタンプを押印
し、朝礼で来館の多かった児童を表彰しました。
昨年から引き続き、図書館や資料を使った調べる学習の講習
会を開き、作品展示をして調べる学習コンクールへの参加を呼
びかけました。その他、工作会や読書マラソン、子ども司書講
座を実施し、子どもたちに図書館に親しんでもらえるような事
業を実施しました。

A
Ａ：14
Ｂ拡：1

おはなし会を土日に開催の他、映画会や図書館ツアーな
どの定例事業を継続的に実施しました。学校との連携に
ついても、読書推進支援員への研修やブックトークを実施
し、積極的に学校へ赴き事業周知なども行いました。
調べる学習コンクールについては全国の優秀作品を展示
し参加の呼びかけをしたものの、実際の参加申し込みは
振るいませんでした。
子ども一日図書館員から子ども司書講座として事業を拡
大し、子どもたちに窓口業務や書架整理、おはなし会を実
践してもらうなど、本と図書館に親しめる事業を実施しまし
た。

・特に重要なのは、学校との連携と考えます。各学校がどのように
取り組んでいるか、情報を収集し、それに基づいて企画することが
必要です。

生涯学習課

84
図書館の子ども
スペースの拡充

児童スペースを利用した「おはなし
会」のほか、開架スペースでも季節に
あったテーマ展示を行うなど、工夫を
継続していきます。

- -
平成26年度も引き続き、毎月テーマを決め展示を行い、たくさ
んの本を紹介しました。また、広報紙を発行して、小学校や公
共施設にも配布し、館内掲示を実施しました。

A Ａ：15

毎月テーマを決め展示を行い、子どもたちがさまざまな本
に触れる機会を作りました。
子ども向けの利用案内や広報紙を作成して配布し、館内
掲示を実施しました。

・展示がとても工夫されていて、とても良いと思います。
・少しずつ改善されてきています。子どもたちが行って楽しめる、
行ってみたいと思える環境整備を。例えば、図書館は静かにする
場所という発想の変換。話しながら活動できるエリアの設定等。

生涯学習課

85
ブックスタート事
業の推進

12か月児健診時に、受診する親子に
絵本の読み聞かせを行うとともに、
「ブックスタートパック」（絵本2冊、お
すすめ絵本のリスト等）を配布し、親
子が絵本を介してゆっくりとふれあう
ひとときを持つきっかけをつくります。

- -
平成26年度も引き続き、健診時に合わせて、ボランティアの協
力を得て実施しました。親子に本を渡すだけではなく、図書館
の紹介や実際にその場で読み聞かせを行いました。

A
Ａ：14

継続的にブックスタート事業を実施し、配布したバッグを
持って図書館に来館する方もいるなど、少しずつその後
の図書館利用に繋げることができました。

・乳幼児から本と身近に接する機会があるのはすばらしいことで
す。１２か月検診での絵本の配布は貴重なプレゼントだと思いま
す。
・継続して下さい。

生涯学習課

86
読み聞かせ講
座の実施

子どもたちが読書に親しめるよう橋
渡しをする市民を育成し、その資質を
高めるため、子どもに読み聞かせを
している市民を対象に、その意義と
実技の向上について学ぶ場を設けま
す。

- -
読み聞かせボランティア団体、学校の読書推進支援員へ読み
聞かせ講座参加の呼びかけを行い、読み聞かせの講座を実
施しました。

A Ａ：15

継続的に読み聞かせボランティア団体の定例会に参加
し、またボランティア団体や読書推進支援員への読み聞
かせ講座を実施して連携を深め、実技の向上を図りまし
た。

・積極的に推進して下さい。 生涯学習課

87
ごみ減量・資源
化啓発事業の
推進

環境保全のため、家庭などからの排
出物を再利用することにより、減量
化・資源化を徹底することを啓発して
いきます。

- -

ごみの発生・排出抑制、再資源化によるごみの減量化、分別
徹底などの周知を広報等で行いました。平成２６年度は、環境
施策推進市民会議の協力を得て、「富士見市地球温暖化防止
街頭キャンペーン」「生ごみの水切り推進運動街頭キャンペー
ン」を市内３駅で同時に行いました。再資源化の主な取り組み
である集団資源回収では、意義の周知や支援を行うことによ
り、実施団体を増やし回収量の増加を図りました。　　　　　　・
集団資源回収実績　実施団体 53団体　回収量 1569ｔ

A
Ａ：14
Ｂ拡：1

生ごみの水切りは、長期的に継続することが重要である
ため、周知活動を継続する必要があります。
また、資源プラスチックは平成２５年８月に対象品目の追
加を行ったことにより、可燃ごみから資源への転換を図る
ことができました。
集団資源回収は、地域事情により回収量が減少傾向に
あるものの、取り組みの意義の周知や意識向上につな
がっております。

・減少傾向にある原因究明を（アンケート調査等）。
環境課

①地球環境の保全
子どもと子育て家庭を地域全体でを支えるまちづくり～（４）次世代の子どもたちのための環境づくり



88
環境学習推進
事業の充実

一般市民向けの環境教育を推進す
るため、市職員による出前講座など
の開催や公民館などが開催する環
境関連講座への協力等を行います。

- -

一般市民を主な対象として、環境に関する講座等を開催するこ
とにより市民一人ひとりの環境問題への関心と意識向上を
図っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　出前講座
平成26年6月22日「あなたが止める地球温暖化」　水谷公民館
20名参加                                              平成26年10月19日
「ごみの出し方」　丸池集会所　43名参加
平成27年2月15日「みんなで地球を守ろう！～地球温暖化の
はなし～」　富士見市立図書館 鶴瀬西分館　5名参加
環境講座　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26
年3月1日「循環型社会を作るために私たちができること」　鶴
瀬西交流センター　74名参加　　　　　　　　駅前街頭キャンペー
ン（市内3駅）　　　　　　　　　　　　　平成26年5月23日「富士見
市をきれいにする日街頭キャンペーン」　　44名参加
平成26年6月27日「地球温暖化防止街頭キャンペーン」　　42
名参加
平成26年9月30日「富士見市をきれいにする条例街頭キャン
ペーン」　　49名参加

A Ａ：15

一般市民を対象として、出前講座・環境講座を開催し多く
の方に参加していただきました。今後については、市民一
人ひとりの環境問題への更なる関心と意識向上のために
も環境講座等を充実させることが必要だと考えます。
環境施策推進市民会議の協力を得て行ってきた市内３駅
での駅前街頭キャンペーンは、多くの市民に環境問題の
周知・啓発が出来ました。市民一人ひとりの環境問題へ
の関心と意識向上のためにも、今後も継続して行う必要
があります。

・今後は、その成果がどの程度上がっているのか検証し、その上
で改善方法を検討して下さい。

環境課

89
環境教育の推
進

小中学生を対象とした環境教育を推
進するため、小中学校における環境
学習への協力や環境省などが主催
する「こどもエコクラブ」へのコーディ
ネートなどを行います。

- -

小中学生を主な対象として、環境に関する様々な事業を通じて
環境問題への関心と意識向上を図っています。
出前講座　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26
年5月9日　「ごみの出し方について」　ふじみ野小学校　123名
参加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年6月6
日　「富士見市の環境の課題」　諏訪小学校5年生　100名参加
壁面緑化推進　　　平成26年5月～10月　みずほ台・関沢小学
校、本郷中学校　　　　　　　　　　　　　　　　　　ポスターコンクー
ル　平成26年8月　543名参加　　　　　エコライフDAY
夏　平成26年7月　10,177名参加（生徒児童5,058名）　冬　平成
26年12月 10,394名参加（生徒児童5,078名）

A Ａ：12

小・中学生に、自分たちの生活が環境と深く関わっている
ことを出前講座を通じて、周知・啓発することが出来まし
た。ポスターコンクール及びエコライフDAYの参加者は
年々増加し、平成26年エコライフDAY参加者は夏・冬合わ
せて20,000人を超えるに至りました。今後も事業を継続
し、環境問題への更なる関心と意識の向上に努めます。

・意識改革は地道に継続していくことです。
・環境課と学校が連携のもと、実感できる体験の場を。

環境課

90
緑地保全基金
条例の推進

緑の募金活動などを通じて、緑地保
全基金の充実・活用を図り、緑地保
全に努めます。

- -

緑地保全基金の活用等により、関沢地区にある「八ヶ上東」・
「八ヶ上西」の取得を行いました。
また、町会等の協力のもとに「緑の募金活動」を実施し、その
結果、平成２６年度は約１７３万円を「緑地保全基金」に積み立
てを行いました。

A Ａ：13

本施策の推進のため、計画的に緑地保全基金の積立を
行うとともに緑の募金活動等を実施し、地保全(緑地の取
得)を進めることができた。
今後においても、本活動を継続的に行うことにより、緑地
保全に努めていきたい。

・自然保護は大事なので継続して下さい。
まちづくり推進

課

91
幹線道路の整
備

幹線道路の整備を計画的に進めるこ
とにより、通過交通の生活道路混入
を解消し、安心して歩ける道路空間
づくりに努めます。

- -

幹線道路の道路拡幅工事は、市道第７2号線の繰越工事に引
き続き残工事を平成27年3月に完了し、鶴瀬駅西口区画整理
事業区域西側に隣接する市道第2933号線については、繰越
事業で平成27年6月に完了予定で進めています。

A
Ａ：14
Ｂ拡：1

５年間で６路線約850ｍの幹線道路整備を実施。

・山室（ららぽーと脇）のような自転車が通る場所の表示がもっと広
がると良いと思います。
・ららぽーとができ、交通量が増加したので安全対策をお願いしま
す。
また、混雑から逃れるために裏道・抜け道に流れることもあるの
で、その対策を。

道路治水課

92
通学路の安全
確保

子どもが安全に学校へ通えるよう
に、関係課と連携し、通学路となって
いる道路の整備を進めます。

- -

子どもたちの安全な登下校を最優先に考え、小学校区で通学
路合同点検を実施し、危険個所の確認などをし、道路治水課
と連携し、白線の引き直しやグリーンベルトの新設置などの計
画をすすめることができました。
今後は担当課との連携を深め、さらなる安全な通学路の整備
を進めていきます。

B拡
Ａ：4
Ｂ拡：

11

スクールガードをはじめ、保護者はもちろん地域全体で子
どもたちの安全を見守る体制が整ってきました。ＰＴＡなど
からの危険個所への指摘にも関係課と連携しながら、安
全対策を進めてきました。

・子ども達が安心安全な環境で生活するため、一部の人たちに頼
り切ることなく、地域全体で安全確保を。 学校教育課

93
交通安全教育
の推進

交通事故防止のために、交通安全教
育を充実させていきます。

- -
各学校が交通安全教育推進のため、東入間警察署等に協力
を得て、交通安全教室を実施し、正しい自転車の運転マナー
や交通ルールの遵守等について学習しています。

A
Ａ：14
Ｂ拡：1

交通安全教室は、各学校が新学年早々に実施するなど、
計画的にすすめてきました。また、日常的にも学級などで
安全指導をしています。

・生命にかかわることですから、継続して下さい。 学校教育課

94
良好な居住環
境の推進

既存の市営や県営の公営住宅を通
じて、子育て家庭に良好な居住環境
を提供するとともに、多様な世代の共
生・交流による地域コミュニティの形
成を推進します。

- -
これまでどおり公営住宅の良好な居住環境を提供するため維
持管理を実施。

A Ａ：15

公営住宅の良好な居住環境の提供・維持管理を実施す
るにあたり、入居者からのご意見やご指摘には適宜対応
してまいりましたので、計画は概ね達成されたものと考え
ております。

・継続を（安心して生活できる住環境を）。生活の安定が各方面に
波及します。

建築指導課

②安心安全なまちづくりの推進



95
住環境の学習
の推進

学校の家庭科の授業などで、住居や
それを取り巻いている環境について
の学習に努めます。

- -

小・中学校の家庭科の授業や総合的な学習の時間などで、自
然の力の活用や、エネルギーを大切に使うための工夫など、
環境に配慮した生活について学習し、日常生活の中で実践に
努めています。また、家庭や地域の中で、資源回収やリサイク
ル、節水・節電など、エコライフを意識した取り組みが広がって
います。
しかしながら、学校や個人の住環境に対する意識や取組の差
が見られることから、今後も継続して取り組んでいきます。

A
Ａ：14

家庭科をはじめ、さまざまな教科の学習をとおして、安全
で快適な住まいや環境に配慮した生活の仕方について理
解し、資源の再利用や節電や省エネといった自分たちが
できることについて、少しづつ実践できるようになってきま
した。
　

・生活していく中での最低限のルールと自由度、かねあいが難しい
ですが、基礎基本は押さえてもらいたいです。
・外部指導者の積極的な活用とそれに見合う条件整備を。

学校教育課

96

子どもが避難で
きる家（110番三
角旗）の設置の
推進

青少年育成市民会議が取り組む
「110番三角旗の設置」事業への支援
を推進します。

- -
市内設置箇所は、1,150を超え、今後も青少年育成市民会議の
事務局として、三角旗を推進する環境浄化部会の活動を支援
していきます。

A
Ａ：14
Ｂ拡：1

PTAの協力等もあり、市内各所で三角旗を掲げている家
や商店等が多く見られます。市内の認知度も高まってお
り、効果をあげています。

・協力を呼びかけます。
・実際に利用されたことがあるのかはわかりませんが、「安全な家」
を標榜するだけでも効果はあります。

子育て支援課

97
防犯を基本とし
たまちづくりの
推進

東入間警察署や東入間防犯協会の
協力による防犯啓発看板の設置や
リーフレットの配布などの啓発活動に
加え、防犯活動者への講習会等を実
施し、市民協働による地域防犯パト
ロールを支援・推進します。

- -

町会への防犯パトロール保険適用。
防犯パトロール用品配布。
自主防犯リーダー研修会の開催。
56町会による防犯パトロール実施。
32団体235名による青色防犯パトロール実施。
東入間防犯・暴力排除推進協議会による防犯活動の推進。
（平成22年度から）

A
Ａ：13
Ｂ拡：2

　防犯パトロール保険の適用や防犯パトロール用品の配
布により、防犯パトロールを実施しやすい体制の構築に
努め、自主防犯リーダー研修会の開催により、防犯意識
のさらなる啓発を図りました。
　全町会に、青色防犯パトロール隊への新規登録者の推
薦を呼びかけ、定期的に講習会を開催することで、登録
者が増加した。

・継続して下さい。 安心安全課

98
地域活動を担う
次世代の育成

災害や犯罪は年齢に関わりなく被害
をもたらすことから、地域住民の一員
として、防災・防犯に関する知識や命
を守るノウハウを身につけることが重
要であるため、地域住民のさまざま
な活動に参加しやすい環境をつくり、
地域の歴史と課題を理解して将来の
地域活動を担う人材の育成を推進し
ます。

- -

自主防犯組織の育成、活動推進。
町会、自主防災会等の地域組織や学校との連携による防災防
犯活動の推進。
出前講座等を利用した啓発活動。

A Ａ：15

防災防犯活動への多くの方々・幅広い世代の方々の参加
を推進しました。
小学校区での防災訓練において、児童引渡し訓練を実施
するなど、さまざまな世代の防災意識の啓発・醸成に努
めました。

・市民の防災意識はどうなのか、その分析に基づいた防災訓練、
研修会等を開催することを計画したい。

安心安全課

99
小中学区の安
全マップの作成
の推進

小・中学校区ごとに、通学路や交通
の危険な場所などを記入した「安全
マップ」の作成を引き続き推進しま
す。

- -

昨年度に引き続き、小学校では、総合的な学習の時間等を利
用し、安全マップの作成をしました。各学校ごとに、教職員だけ
でなく、学校応援団や地域住民の協力を得て、創意工夫しな
がら安全マップを作成しました。児童たちは安全マップを作成
しながら、地域のことを深く知るとともに、自らの安全に対して
主体的に考えるようになりました。

A Ａ：15

小学校では、総合的な学習の時間等を利用し、全体計
画・年間計画に位置付け、安全マップの作成をすることが
定着してきました。また、小学校だけでなく、中学校でも安
全マップの作成に取り組んでいる学校もありました。今後
は、中学校にも安全マップの作成を求めていくよう努めて
いきます。

・交流を活発・伸展させる具体的計画を立てる必要がある。指導計
画に明確な位置づけと内容の検討を。
・「自分の身は自分で守る」という意識を醸成することが大切。その
考えにたちマップづくりをさせることが重要。子どもたちの活動を通
して保護者、地域に防災意識を広めることができます。また、その
成果を発表する場をつくることも良い啓発活動になります。

学校教育課

100

ベビーカー等が
安心して通れる
まちづくりの推
進

妊産婦や乳幼児連れの人をはじめ、
すべての人が安心して外出できるよ
う歩行空間の確保や歩道等のバリア
フリー化に計画的に取り組みます。

- -
市道第8号線（ファッションセンターしまむら前）の残区間につい
て平成27年3月に歩道整備が完了しております。

A Ａ：15 ５年間で６路線約1000ｍの歩道整備を実施。
・実際に通ってみてまだまだだと感じます。ベビーカーにとどまら
ず、車いすの通行に不便をきたしています。安心して外に出られる
環境づくりを。

道路治水課

101
子育てマップ作
成の推進

子どもたちが遊べる施設や場所、
サークルの拠点などの情報を掲載し
た「子育てマップ」の作成・配布を推
進します。

- -
「子育てガイドブック」及び「子育て支援マップ」の改訂版を３００
０部作成し、転入時や母子手帳交付時に配布しました。

B改
Ａ：5

Ｂ拡：2
Ｂ改：5

子どもたちが遊べる施設やあそび場を集約した「子育てガ
イドブック」及び「子育て支援マップ」を作成し配布すること
で、子育てに役立つ情報提供が図られました。

・内容の工夫が望まれます。
保育課

（子育て支援
センター）

102
小学校の施設
開放・活用

子どもたちの活動場所や遊び場所と
して、引き続き小学校の校庭や施設
の開放に努めます。

- -
例年どおりの開放・活用を継続するとともに、市民総合体育館
のメインアリーナ屋根崩落事故を受け、学校行事等に支障の
ない範囲での学校施設の開放を行いました。

A Ａ：13
全ての小学校において、土・日・祝日・長期休業日を中心
に校庭の開放を行っており、学校体育施設活用団体数が
増加しました。

・中学校の開放は？
・使用後の管理（原状復帰）の考えを各団体に徹底。教育活動に
支障がないようにしていただきたい。

学校教育課

-



103
子どもの公共施
設利用の拡充

放課後や学校休業日の子どもの居
場所づくりとして、既存公共施設のフ
リースペースなどの活用に努めま
す。

- -

放課後や休日・夏休み等に利用できるよう、多世代交流コー
ナーを終日フリースペースとして開放しています。また、子ども
たちの利用を促すため、カードゲームやボードゲームなど遊具
の貸出をしています。（ふじみ野交流センター）

鶴瀬公民館には、談話室があり、体育室は空いている時間に
限り、子どもたちに開放しています。（鶴瀬公民館）

水谷公民館では多目的ホールと児童室については空いている
時間、子どもたちに開放し、図書コーナーも毎日、子どもたち
の居場所として提供しています。（水谷公民館）

水谷東公民館の児童室の利用者数は、のべ4,879人でした。
放課後や休日等の利用も多く、子どもたちの居場所として十分
に機能しています。（水谷東公民館）

平成26年度も引き続き、おはなし会、映画会、小学生向け事業
について、土日、および学校の長期休暇期間を利用して実施
しました。
また、子どもたちに図書館を身近に感じてもらえるよう、図書館
ツアーを年に13回（中央12回・鶴瀬西1回）開催しました。（中央
図書館）

A

A

A

A

A

Ａ：13

多世代交流コーナーでは、放課後や休日など日常的に子
どもたちが集まり、友達同士、遊びを通して交流してい
る。施設が子どもたちの遊び場、たまり場として機能して
おり、子どもたちに親しまれる施設となっている。今後も安
心・安全な施設利用を心がけながら自由な遊び場を提供
していく。（ふじみ野交流センター）

鶴瀬公民館では、体育室の空いてる時間に卓球等を楽し
む小中学生の姿が見受けられた。（鶴瀬公民館）

図書コーナーでは異世代交流を狙いつつも、時間的に子
どもと大人の利用が分かれている。（水谷公民館）

水谷東公民館では、放課後や休日等の子どもたちの居
場所づくりとして、十分機能してきました。今後も児童室の
開放に努め、継続を行います。（水谷東公民館）

図書館を身近な施設として利用してもらえるよう、おはな
し会や映画会、図書館ツアーなどを継続的に実施しまし
た。
児童コーナーの相談カウンターに職員を常駐させることは
できませんでしたが、利用の見込まれる長期休暇期間は
児童コーナーに職員がいるよう配慮しました。
また、土日や長期休暇期間に集会室を学習室として開放
し、学習スペースを確保しました。（中央図書館）

・活用方法を検討しながら継続して下さい。

ふじみ野交流
センター

公民館

生涯学習課
（中央図書館）
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